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○ 大学の概要

（１） 現況
① 大学名
国立大学法人大阪教育大学

② 所在地
大学本部 大阪府柏原市
柏原キャンパス 大阪府柏原市
天王寺キャンパス 大阪府大阪市

③ 役員の状況
学長名 稲 垣 卓（平成１６年４月１日～平成１８年６月９日）
理事数 ４人
監事数 ２人（非常勤１人を含む）

④ 学部等の構成
教育学部
教育学研究科
特殊教育特別専攻科
附属小学校
附属中学校
附属高等学校
附属養護学校
附属幼稚園

⑤ 学生数及び教職員数
学生・生徒・児童・園児数 ９，９７１人（内留学生１１０人）
内訳 教育学部 ４，４６２人（内留学生 ５５人）
教育学研究科 ５０２人（内留学生 ５５人）
特殊教育特別専攻科 １５人
附属小学校 ２，１２１人
附属中学校 １，３０７人
附属高等学校 １，３４５人
附属養護学校 ５９人
附属幼稚園 １６０人

教員数 ５４９人
職員数 １５５人

（２） 大学の基本的な目標等
大阪教育大学は，教員養成の基幹大学として，我が国の教育の充実と文化の
発展に貢献し，とりわけ教育界における有為な人材の育成を通して，地域と世
界の人々の福祉に寄与する大学であることを使命とする。この使命を達成する
ため，優れた教員養成を推進するとともに，学術・芸術の諸分野で総合性の高
い教育研究を推進し，その成果を広く社会に還元する。このことによって，学
校教育とその関連分野の発展を担える創造性豊かな人材，並びに多様な職業分
野を担える専門的素養と豊かな教養を備えた人材を育成する。

（３） 大学の機構図
次頁に添付

大阪教育大学
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機 構 図
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大阪教育大学

全 体 的 な 状 況

国立大学法人大阪教育大学（以下「本学」という ）の第一期中期目標期間の２年を 」の推進を図るため，学部組織改革について役員協議会で検討を重ね，平成２０年度を。
終えた状況は，次のように総括することができる。 目途とし 「学部・講座見直しの基本方針」及び「学部・講座の見直し（提示案 」を策， ）

， 。 ， ，中期目標・中期計画に基づく大学院の見直しについては，平成１８年１月に見直し案 定し 部局長協議会に提示した 今後 教育研究評議会の審議を経たのち部局において
を確定し，平成１９年４月の実施に向けて必要な作業を進めつつある。また，センター 具体的なカリキュラム内容等について検討することとしている。
の見直しについても，平成１８年２月に再編計画を確定し，すでに平成１８年４月から 学部・講座見直しの基本方針の主な具体的内容は，次のとおりである。
教職教育開発センターが発足している。このように，大学が重点的に取り組んでいる活 （１）教育学部の見直し
動等については着実な成果を積み重ねている。 ①現行の６つの教員養成課程と教養学科で構成している教育学部の組織を，教員養

成課程を廃止し，新たに学校教育学科及び実践学校教育学科を設置して，３学科
からなる学科制学部に全面移行する。１ 学長のリーダーシップによる機動的・戦略的な大学運営の取組

学長のリーダーシップによる法人運営を機能的かつ効率的に行うため，新たに役員協 ②学校教育学科等にあっては，実践的な教職能力を重視した教員養成を推進する。
議会を設置し，経営戦略に基づく教育研究組織の見直し，人事管理，予算管理，運営方 ③教養学科にあっては，幅広い教養と固有の専門を基礎にした開放制の教員養成を
策及び年度計画の進捗状況などについて役員間の事前調整を図り，調整内容に基づき， 進める。
４人の理事を室長とする「総務企画室 「人事管理室 「教育研究推進室 「国際交流・ （２）講座の見直し」 」 」
地域連携室 「評価・情報室 「施設整備管理室 「財務管理室 「附属学校室」の８つ ①学科制学部への全面移行に対応して，学科ごとに教員組織を編成する。」 」 」 」
の運営機構室において，機能的かつ戦略的に，入学試験に関する基本方針，カリキュラ ②学校教育学科にあっては，各教科に対応した教員組織を編成することを基本とす
ムに関する基本方針，予算編成に関する基本方針，授業評価システムの基本的考え方な る。
どの重要方針を作成するとともに，４つの実施委員会において，４年間積み上げ方式の ③各教科に対応した教員組織は，教科教育学担当と教科内容学担当で編成する。
体系的な教育実習の実施，国際交流協定の締結，外部評価の実施，全学共用スペースの ④教養学科にあっては，ミニ講座の解消を図る。
指定など，重要な方針や事業の企画を立案し実施を推進している。 （３）学部カリキュラムの見直し

①教養教育の内容等を，教員養成の観点からあらためて見直す。
②教養教育の担当を，教養学科担当から全学担当に切り換える。２ 国立大学法人評価委員会の評価における課題への取組

「専門職大学院設置という大命題に対する組織再編計画が構築されていないため，個 ③本学が育成をめざす教師像を明確にし，これを実現するためのカリキュラムを整
々の取り組みが全体の将来像形成に結びついていないが，将来が期待される 」が課題 備する。。
であるとの評価を受け，現在次のような取組みを実施している。 ④大学院への発展性や連続性を考慮した体系的なカリキュラムとする。
（１）教職大学院の組織再編について ⑤各教科ごとに小・中両免許の取得に対応した統合カリキュラムと履修方法を整備
教職大学院の設置を視野に入れた取組みとして，平成１７年度大学・大学院におけ する。
る教員養成推進プログラムにおいて 「大学院における採用前プログラムの開発」の ⑥近く導入が予想される必修科目「教職実践演習」が求める教員としての資質能力，
採択を得て，教育委員会やロンドン大学教育研究所等との連携により，多様な取組み に関する４つの事項（使命感，児童生徒理解，対人関係能力，教科指導力）に見
を行っている。そして，これらの活動の展開の１つとして，大学院見直しの中で既設 合う教職能力の育成をめざす。
の夜間大学院実践学校教育専攻に平成１９年度から次の３つのコースを設置し，現場

４ 経営基盤の確立について教育に求められている人材育成のための実践的な教育を実施することとしている。
①教職ファシリテーターコース （１）人件費の抑制について
授業分析・授業診断の理論と技術を学び，指導教員として他の教員に助言指導し 本学の財政基盤である運営費交付金の大半は人件費が占めることから，その抑制の
たり校内研究・校内研修を企画実施する実践的指導力の育成を目的とする。 ため，教職員の削減並びに超過勤務の抑制を実施しているところである。今般の「行
②授業実践者コース 政改革の重要方針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）による人件費削減計画の実施」
授業実践の基礎理論と技術を学び，実務経験を通してプロ教師としての実践的指 に伴っても，平成１７年度立案した中期的教職員配置計画の見直しを行い，大学教員
導力の育成を目的とする。 にあっては昨年度に引き続き定年退職者及び途中退職者の後任補充を学長のもとに留
③スクールリーダーコース 保するとともに，非常勤講師経費の削減を推進している。
学校づくりの理論と技術を学び，学校の組織開発と教育活動の組織化を進める組 また，事務職員にあってはその削減計画に基づき削減を推進するとともに，早期退
織リーダーシップ能力の育成を目的とする。 職の推進及び派遣職員への転換を図った。今後，さらなる事務効率化を図り超過勤務

（２）こうした取組みのほか教職大学院と既設大学院・学部との関連を整備する必要が 手当の縮減等を図ることとしている。
あり，大学院の見直しにあっては，ニーズに基づいた募集人員の見直し，実践的なカ （２）附属学校園の再編について
リキュラムの導入，６年一貫教育，社会人を対象とした長期履修生制度の導入等につ 本学の附属学校園は，大阪市天王寺区，平野区及び池田市の３地区に分かれ養護学
いて検討を行っているところである。 校，幼稚園，小学校，中学校，高等学校の９校園を設置している。これら附属学校園

，の建物老朽化や人件費を含む維持管理経費による財政負担が大きくなっていることや
大学と附属との教育・研究面等からみた大学における附属学校園の在り方について，３ 経営戦略に基づく取組

学長が示した経営戦略「教員養成課程では，校種別の教員養成から小中統合型の教員 外部有識者からなる「附属学校園の在り方に関する検討委員会」を平成１７年６月に
養成への移行を図るとともに 実践的指導力の向上を目指した養成教育の改革を進める 設置し，平成１７年１２月に委員会からの答申を受け，附属学校園再編計画検討委員， 。
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大阪教育大学

８ ＧＰに関する取組会を設置し，附属学校園の再編計画について立案を進めているところである。
平成１７年度において，文部科学省が選定する「現代的教育ニーズ取組支援プログラ
（ ）」 「 （ ）」５ 評価に関する取組 ム 現代ＧＰ 及び 大学・大学院における教員養成推進プログラム 教員養成ＧＰ

平成１７年度に組織評価規程，外部評価規程等の関連規程を制定し，附属学校を含む に以下の３つのプログラムが採択され，それぞれその推進に取り組んだ。
大学全体の自己点検・評価並びに教育活動を中心とする活動に関する外部評価を実施 （１ 「知財教育のできる教員養成システムの構築－連携による知的創造サイクルと学校）
し，その結果についてはホームページを通じて内外に公表を行った。また，評価作業の 教育の結合－ （現代ＧＰ （単独申請）」 ）
中で課題となった①評価システムの見直し（部局による点検・評価と法人としての点検 学校現場で種々の教科において，知的財産教育を行うことができる教員（知的創造
・評価が，結果として重複することや相当な評価作業を伴うこととなったことによる評 サイクル全体を視野に入れ，全体像を理解し教育できる人材）の養成をめざしたシス
価実施部門の廃止）②評価基準・観点の設定（独立行政法人大学評価・学位授与機構が テムを構築するプログラム。
公表した大学評価基準に準じた基準に加え本学の中期目標・中期計画の達成状況等につ （２ 「大学院における採用前教育プログラムの開発 （教員養成ＧＰ （単独申請）） 」 ）
いても点検・評価の対象とする基準・観点を設定）について改善を図ることとした。 大阪府教育委員会が新たに導入する「大学院進学者特別選考制度」を利用し，大学
また 個人評価については 個人評価システム検討プロジェクトを設置し 大学教員 と教育委員会との連携と協働によって，新任教員に求められる実践的指導力を向上さ， ， ， ，
附属学校教員，事務職員について，それぞれ個人評価システムを策定し，平成１８年度 せるため，採用前に大学院進学を希望する学生を，教員予定学生として夜間大学院実
の試行的実施に向け検討を継続しているところである。 践学校教育専攻に受け入れ，採用前教育を行うための教育プログラムを開発するプロ

グラム。
（３ 「広域大学間連携による高度な教員研修の構築－「教育の今日的課題」解決に向け６ 学長選考について ）

現学長の任期が平成１８年６月９日までとなっていることから，国立大学法人法第１ た新研修システムの実現－ （教員養成ＧＰ （共同申請）」 ）
２条の規定に基づく学長選考会議（経営協議会において選出された外部委員４名，教育 東北，関東，関西地区の７大学が連携協力することにより，小中学校が直面してい
研究評議会において選出された者４名，理事１名の計９名で構成）において，別に定め る新たな課題を解決させるための高度な内容の現職教師向けの研修（連携講座）を実
た「国立大学法人大阪教育大学学長予定者選考規程」に基づき，法人化後初めての学長 施するプログラム。
選考を行った。選考方法は，これまでの大学教員主体の投票によるものを改め，学長選

９ 「夢」プロジェクト考会議構成員により推薦された候補者及び監事を除く役員及び常勤の教職員１５人以上
の連署により推薦された候補者の中から選考を行うこととし，推薦された候補者が４名 学生と教職員が一体となって「夢」を掲げ，共有しながら改革を推進していくことは
以上いる場合は，学長選考会議が候補者を調査のうえ必要に応じ絞り込み，そのうえで 本学にとって重要課題であり，その具体的な「夢」を形にし実現していくため，総務企
学内の意向を把握するため，所信を表明した文書及び学長選考会議が作成する質問書に 画室のもとに若手教職員２０名による夢プロジェクトを平成１７年５月に設置した。夢
対する回答書を公表し，別に学長予定者推薦投票管理委員会を設置のうえ大学教員，附 プロジェクトにおいては，全教職員，学生等に対し広く「夢」についての募集を行い，
属学校教員，事務職員による投票を行い，上位３名を順位を付さず学長選考会議に第２ 集まった夢にプロジェクトメンバーの夢を加えた全２９１の夢を集約し，平成１７年１
次候補者として推薦することとしている また 推薦された候補者が３名以下の場合は ０月に「日本の教育大学をリードする （教育研究編 「夢のキャンパスづくり （設備。 ， ， 」 ）， 」
学長選考会議が候補者を調査のうえ必要に応じ絞り込み，所信を表明した文書及び学長 ・環境編 「教育界のブランドをめざして （広報戦略 「もっと魅力を引き出せ （そ）， 」 ）， 」
選考会議が作成する質問書に対する回答書を公表のうえ，第２次候補者とすることとし の他）の４つのカテゴリーに分類した報告書をまとめ学長に報告した。同報告書に基づ
ている。学長予定者の決定については，学長選考会議が第２次候補者の中から必要と認 いた夢の実現に向けては，事務局においてその内容に応じて担当課を定め，実施スケジ

， 。 ， 「 」める方法により１人を選出し，学長就任の交渉を行い受諾をした者を学長予定者とし， ュールの作成や検討プロジェクトの設置等を行い 取り組んでいる また 実現した 夢
文部科学大臣に上申することとしている。 は，本学ホームページに夢プロジェクトのＢｌｏｇを新たに開設し，学内外に情報発信
学長選考は平成１７年１２月から開始し，候補者の推薦を求めた結果第１次候補者が を行っている。

， ，現学長のみであったため 学長選考会議から所信表明及び質問書に対する回答書を求め
学長選考会議においてこれまでの実績等を勘案し選考した結果，現学長を次期学長予定
者として決定した。

７ 「学校安全」に関する取組
学校安全については，昨年に引き続き大学の防犯防災体制及び附属学校園の緊急時に
おける応援体制のさらなる整備等を図るとともに，附属学校園における安全管理の状況
について，定期的な実態調査を実施し，点検，見直し，改善を継続して行っているとこ
ろである。また，学生・教職員に対する普通救命講習等の実施並びに大学及び附属学校
園に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置等を進めるとともに，附属池田小学校で発生
した児童殺傷事件当日には，事件を風化させないため大学の授業全てにおいて事件の経
過等の説明を行い，それを教訓とし，学校安全への認識を新たにすることとしている。
また，学長が指示する特定の業務を行わせるため，退職した職員を学長特別補佐とし
て任命する制度を新たに設け，学校危機メンタルサポートセンター長及び元附属学校部
長を，平成１８年４月に附属池田小学校事件に関する業務などを行わせる学長特別補佐
に任命し，業務に当たらせることとした。
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

①学士課程
教養教育・共通教育では，豊かな感性や人間性，批判的な思考力，高い人権意
識，総合的な判断力等を養うとともに，ＩＴ活用能力や外国語運用能力，知的探
求の基本的スキルや自己学習の能力を養う。教員養成教育では，教職教養ととも
に，深い教科内容の理解と高い教科指導能力を育成し，４年間の体系的な教育実中
習を通して実践的な教職能力を養う。また，学校安全や危機対応についての知識
や能力を養う。教養系専門教育では，教養教育・共通教育の基礎の上に，専門分期
野についての総合性の高い基礎知識を修得し創造性豊かな探求能力を養う。
②大学院課程目
教育系専攻では，教育科学の最新の知識や研究成果についての理解を深めると
ともに，教科教育や教科内容に関連する高度な知識や研究手法を修得する。これ標
によって，教育現場で指導的な役割を担える教員を育成するとともに，現職教員
の継続教育を行い資質の向上を図る。教養系専攻では，学卒者及び社会人を対象
に，高度化する現代社会の要請や多様な課題に対応できる実践的な探求能力を養
い，様々な専門的な職業分野で見識と創造的な課題解決能力をもって指導的立場
を担える人材を育成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１】 【１－１】 ６つの教養コア（思索と芸術，国際と地域，歴史と社会，人間と生活，生命と
①学士課程 基本方針に基づいて，新たな教養教育カリ 環境，数理と自然）に基づく分野別科目と学際的あるいは主題別分野を扱う総合
教養教育・共通教育の成果に キュラムを実施する。 科目からなる新たな教養教育カリキュラムを導入した。
関する具体的目標の設定

【１－２】 教養教育カリキュラムにおける情報科目の在り方を検討し，その結果，基本的
， ， ，教養教育・共通教育では，歴 教養教育カリキュラムにおける情報科目の 技能の習熟に加え 情報モラルと情報セキュリティー マルチメディアデザイン

史，文化，社会，自然，数理， 在り方について検討を進める。 ネットワークコラボレーション等の理解と構想能力の修得を目標として，基本的
人間，芸術等についての豊かな 技術の習得に対応する２科目（電子計算機入門・電子計算機応用）と情報モラル
教養を涵養し，社会や文化の特 やセキュリティ等の理解に資する２科目（情報科学入門 ・情報科学入門 ）をI II
徴や本質，人権の歴史や発展等 総合科目に開設し，ＩＴ活用能力を向上させるカリキュラムを導入した。
について，自ら問題意識をもっ
て探求し思索できる能力の育成 【１－３】 半期２単位のカリキュラムに対応した新たな指導方法を実践し，その検討結果
を目標とする。ＩＴ活用能力に 英語の新たな指導方法とカリキュラムを確 と課題をＦＤシンポジウムで報告した。また，昨年度に引き続き にTOEFL-ITP
ついては，基本的技能の習熟に 定するとともに，授業科目ごとに具体的な達 よる英語能力調査を実施し，２年間の結果を参考にして具体的な達成すべき目標
加え，情報モラルと情報セキュ 成すべき目標点数を検討する。その結果を踏 点数の検討など，カリキュラム導入上の課題整理を進めている。
リティ－，マルチメディアデザ まえ， 等の検定試験結果を単位としTOEFL
イン，ネットワークコラボレー て認定する要項を作成する。
ション等の理解と構想能力の修
得を目標とする。海外での短期 【１－４】 体育科目について，１回生に必修２科目（スポーツ実技ａ・ｂ，各１単位 ，）
語学研修等を行い，学生の国際 新たな教養教育カリキュラムにおいて１回 ２回生に選択２科目（スポーツ実技ｃ・ｄ，各１単位）からなるカリキュラムを
的視野を広め，実際的語学力の 生に体育科目２科目（各１単位）を必修科目 導入した。
形成に努め，外国語運用能力に として開設する。

大阪教育大学
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ついては， 得点などによTOEFL
。る具体的な達成目標を設定する

スポーツについては，生涯にわ
たるスポーツ実践のための基礎

。知識と技能の修得を目標とする

【２】 【２－１】 教員養成諸課程共通のアドミッションポリシーとして「学校安全や危機対応に
専門教育の成果に関する具体 学校教員として即戦力となる能力育成のた ついての知識や経験を養う」ことを掲げるとともに 「平成１８年度のカリキュ，
的目標の設定 め，教職専門科目，専攻専門科目の問題点を ラムに関する基本方針（平成１７年７月１３日役員会決定 」に基づき 『教員養） ，

引き続き整理検討する 「学校安全」の必修 成課程における「実践力重視の教員養成への質的転換 『教養学科における教。 」』，
教員養成教育では，教職教養 科目化をはじめ，学校教員として即戦力とな 員免許取得促進』に対応したカリキュラムを進めている。
や教科内容についての専門的知 る能力育成のため，講座の特色及び教職専門 なお，平成１７年度から全学教養基礎科目として開講している「学校安全」に
識の基礎の上に，学校教員とし 科目を活かした新たなカリキュラムを作成す 関する科目を教員養成課程の必修科目に位置づけるべく，授業内容を含めたカリ
て即戦力になり得る教科指導及 る。 キュラムの検討を進めている。
び生徒指導の能力，安全意識や
危機対応能力，並びに得意分野 【２－２】 １回生「観察実習（教育実習Ⅰ 」のガイドラインを試行するとともに教育実）
の育成を目標とする。さらに， １回生「観察実習（教育実習Ⅰ 」のガイ 習Ⅰ指導マニュアル及び２回生「学校教育体験実習（教育実習Ⅱ 」の指導マニ） ）
４年間の体系的な教育実習によ ドラインを試行するとともに，教育実習指導 ュアルを作成した。また，教員養成課程において，平成１８年度から「４年間積
り，学校教育の臨床的課題や特 マニュアルを作成し，教育実習をコアとした み上げ方式の体系的教育実習」を実施することにより，教育実習をコアとした教
別支援教育について実践的能力 教員養成カリキュラムを作成する。 員養成カリキュラムを作成した。
の育成も目標とする。教養系専
門教育では，各分野の特性に応 【２－３】 「平成１８年度のカリキュラムに関する基本方針（平成１７年７月１３日役員
じた基礎・基本とともに，関連 教養系専門科目の見直しを進め，新たなカ 会決定 」において，教員養成課程と教養学科の教育課程の全体的な見直しの中）
分野の幅広い知識の修得を目標 リキュラムを作成する。 で，カリキュラムのスリム化と相互補完の拡大を図ることを決定し，全体的なカ
とする。基礎セミナーやインタ リキュラムのスリム化並びに理科・科学分野を中心とする専門科目の相互履修の
ーンシップ実習によって職業観 拡大を図ることとした。
の育成を図り，特定の課題につ
いて自ら説明し見解を述べ探求 【２－４】 教職入門セミナー前期１５コマの授業中に，観察実習（事前・事後指導，中間
に取り組める能力の育成を目標 教職入門セミナーの見直しをさらに進める セミナーを含む ）７コマを設け，実践教育の充実を図った。また，基礎セミナ。
とする。 とともに，基礎セミナーやインターンシップ ーやインターンシップ実習の実施拡大に向け，ＦＤ事業において授業方法の改善

実習の実施拡大に取り組む。 事例について検討するなどの取組みを引き続き行った。教養学科日本・アジア言
語文化コースにおいては１８年度から基礎セミナーを開設することとした。

【３】 【３－１】 キャリアサポートデスクを設置し，常勤のアドバイザー及び非常勤の調査員を
卒業後の進路等に関する具体 大阪府・市の公立学校の小・中学校の教員 配置した。教員採用試験に対する具体的指導として，個人指導に重点を置き，面
的目標の設定 採用試験については，第一次，第二次試験と 接・模擬授業等の指導を行い，目標達成を目指し取り組んだ結果，大阪府・市の

． ． 。も前年度を超える合格率を確保することを目 教員採用試験合格率６０ ８％と前年度４２ ２％を大きく超えることができた
教員養成課程学生の教職就職 標とする。
率を，さらに向上させる。学生
の教職意欲を高めるため，正課 【３－２】 模擬試験を３回実施し，参加者延べ２５７人（平成１６年度４回実施，参加者
や課外における就職指導を充実 教員採用試験の合格率の向上に向けて，大 延べ２８１人 ，実践講座を９回実施し，参加者延べ１４２人（平成１６年度５）
し，学校ボランティアや学校サ 学生協と協力して採用試験対策セミナーを開 回実施，参加者延べ７９人）であった。実施内容としては，一次試験の筆記試験
ポーターなど，在学中の学外で 講する。 及び二次試験の面接・集団討論対策を主体とした。

。の学校活動への参加を支援する
学生の職業意識を啓発するため 【３－３】 「学校サポート活動」を含めた各種ボランティア活動の参加学生の実態調査を，
関連講義やインターンシップ実 「学校サポート活動」を含め，各種教育ボ まとめた。学校サポート活動について学生の約７０％の者が参加希望を持ってい

。 ， ， ， ，習を導入する 学校教員のほか ランティアの参加学生の実態調査をまとめ， るが 実態として直接学校での活動をしているのは２００名ほどであり その他
図書館司書や学芸員などの様々 ボランティア活動を支援する組織設置に向け キャンプ・カウンセラー，子ども会活動支援，いきいき活動，読み聞かせボラン
な専門職，民間企業，公務員， た準備を進める。 ティア適応指導教室，各種不登校支援事業，放課後活動支援等のボランティア活
公的機関・施設の職員等，幅広 動をしているものが毎年５０名前後いた。これらを踏まえボランティア活動を支
い進路に対応した就職指導や就 援する組織設置にかかる準備を進めた。
職支援を充実する。就職機会の
拡大につながる資格取得を促進 【３－４】 就職支援実施委員会において，職業意識育成のための授業科目として教養基礎

「 」 ， ， 。するための方策を講じる。 学生の職業意識の啓発に資する授業科目等 科目 キャリアデザイン の来年度開設に向け 授業計画 シラバスを作成した
の整備を進める。 また，平成１７年度においては，学長による特別授業「大阪教育大学の歴史と

大阪教育大学
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使命」を全学教養基礎科目として開講し，大阪教育大学の学生としてのアイデン
ティティの向上を図るとともに，法曹界，産業界等の各界での活躍実績を有する
有識者を講師に招き，キャリアデザインの形成支援を図った。

【３－５】 前年度に実施した「就職支援に関するアンケート」及び平成１３～１６年度に
前年度に実施した「就職支援に関するアン わたり継続して行った「企業就職に関するアンケート」を分析し，就職支援実施
ケート」を分析するとともに，幅広い進路に 委員会において就職指導や就職支援に対する種々の具体的方策を検討した。
対応した就職指導や就職支援を実施するため この検討結果に基づき，３回生を対象とする就職特別連続講座の開設や学生に
の具体的方策を検討する。 対し学内で実施する就職行事などの様々な情報を提供する就職情報メールマガジ

ンの発信を行った。

【３－６】 当該年度の卒業生から口頭及びハガキによる回答並びに卒論・修論指導教員か
卒業生の就職先等の基礎データ収集を行 ら口頭及び進路状況調査表を回収する方策をとるとともに，徹底した情報収集を
う。 行い，就職状況不明数を２２人（平成１６年度１２６人）とその割合を大幅に改

善し（不明率１．８７％（平成１６年度６．５％ ，データの精度を上げた。））

【３－７】 単位の実質化を図るため，平成１６年度から受講登録単位数の上限を設定し，
前年度に実施した「就職支援に関するアン 各授業科目の十分な学習を促しているが，これにより，資格取得のための単位取
ケート」を分析するとともに，就職機会の拡 得が制限されることとなり，本学で用意している多様な資格の取得者数が減少し

。 ， ，大につながる資格取得を促進するための具体 てきている このことが 就職機会の拡大の阻害要因とならないようにするため
的方策を検討する。 学生や社会のニーズ把握を行い，免許・資格の取得を含む，学生の多様なスキル

アップの方策について，就職支援実施委員会において検討を重ね，教養学科学生
の小学校免許取得を含む複数免許取得の促進，幼保連携のための保育士資格の取
得，ＩＴ・英会話関連講座の充実などに関わるカリキュラム改革の必要性などの
提言をまとめた。

【４】 【４－１】 平成１７年度前期開講科目について，全授業科目（学部１，４１２科目）の成
教育の成果・効果の検証に関 ５段階成績評価の分布調査により厳密な成 績評価の分布調査を行い，成績評価が適切に行われているかを調査した。その結
する具体的方策 績評価の達成状況を明らかにする。 果，５段階による相対評価の目安（ 秀 「優 「良 「可 「不可」のうち 「秀」「 」 」 」 」 ，

「優」は３割（そのうち「秀」は「優」の１割 「不可」は２割以内）との比較），
教育の成果は，厳密な成績評 において，おおむね適切な評価であった。なお，更なる厳格な成績評価を推進す
価 卒業論文・卒業制作の評価 るため，平成１８年度の授業シラバスから，授業の到達目標を明確に示すととも， ，
各種の検定試験の実施によって に，成績評価方法（例えば，試験・レポート，演習等での発言内容，出席状況な
検証する。また，卒業生の追跡 どによる個別判定）のウェイト付けを明示することにより成績評価の透明性を高
調査（アンケート調査，聴き取 めることとした。
り調査等）を実施する。これら
の結果をもとに，学内の評価・ 【４－２】 卒業後，２年・３年・５年・１０年・２０年を経過した卒業生に対するアンケ
改善組織において必要な改善に 教育の成果・効果の検証のために卒業生に ート調査を実施することにより，卒業生の多様な社会経験を通じた大学の教育を
取り組む。 対する追跡調査の実施計画を作成する。 中心とする評価を求めるとともに，大学カリキュラムの変遷に応じた卒業生の評

価を参考とすることにより，教育研究組織及び教育課程・教育内容等について，
自己点検・評価の素材とすることを通じて，改善に役立てることとした。
なお，アンケート実施時期は，平成１８年度初頭を予定している。

【５】 【５】 平成１８年１月開催の教育研究評議会における大学院の見直しについての審議
②大学院課程 教育系専攻と教養系専攻のそれぞれの教育 を踏まえ，教員養成課程，教養学科，第二部の各部局において，大学院の見直し
教育の成果に関する具体的目 目標を達成するため，専攻等の見直しを含め に係る基本的方針に基づき，教育系専攻にあっては，６年一貫養成教育，現職教
標の設定 て新たなカリキュラムの検討を進める。 育，教育系夜間専攻にあっては，現職教員の職能向上，教養系専攻にあっては，

専門的職業分野の人材育成等を目指したカリキュラム作成に着手した。
教育系専攻では，学部教育の
基礎の上に，専修免許状取得に
相応しい高度な教育科学の知識
を修得するとともに，教育現場
での実践的課題に対応した教科
教育や教科内容についての体系
的で深い知識を修得し問題意識
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を涵養する。また，自らの研究
成果を具体的な教育実践に活か
せる能力の育成を目指す。教養
系専攻では，学部教育の基礎の
上に，専門分野の高度な知識を
修得するとともに，総合性の高
い専攻の特色を活かして広い視
野から専門分野の特質と成果を
捉え，自らの専門的素養を高度
な職業実践の場で活かせる能力
の育成を目指す。

【６】 【６－１】 指導教員による指導徹底のため，６月２９日に本学キャリアサポートデスク・
修了後の進路等に関する具体 学生の教職就職率を，さらに向上させるた アドバイザーを課題提起者とするＦＤ事業を実施した。これを機に，今後とも，
的目標の設定 め，指導教員による指導を徹底する。また， キャリアサポートをＦＤ事業の一環としていくとともに，従来の学習支援や生活

合格率の目標数値を設定するとともに，目標 相談を中心とする指導教員制に進路指導を加えることとし，学生支援体制の抜本
教育系専攻学生の教職就職率 数値を実現するための具体的プランを作成す 的な見直しを図ることとした。なお，教職合格率の目標数値を昨年度実績（４７
を，さらに向上させる。また， る。 ％）と設定し，実現のための具体策の１つとして，教員就職のための特別連続講
大学院学生の学部授業の履修制 座を新たに実施した。
度の整備を進め，様々な職業分
野への就職機会の拡大を図るほ 【６－２】 単位の実質化を図るため，平成１６年度から受講登録単位数の上限を設定し，
か，資格取得を促進するための 前年度に実施した「就職支援に関するアン 各授業科目の十分な学習を促しているが，これにより，資格取得のための単位取
方策を講じる 学校教員のほか ケート」を分析するとともに，就職機会の拡 得が制限されることとなり，本学で用意している多様な資格の取得者数が減少し。 ，

。 ， ，図書館司書や学芸員等の様々な 大につながる資格取得を促進するための具体 てきている このことが 就職機会の拡大の阻害要因とならないようにするため
専門職，民間企業，公務員，公 的方策を検討する。 学生や社会のニーズ把握を行い，免許・資格の取得を含む，学生の多様なスキル
的機関・施設の職員等，幅広い アップの方策について，就職支援実施委員会において検討を重ね，小学校教員免
進路に対応した就職指導や就職 許を含む複数免許取得の促進，幼保連携のための保育士資格の取得，ＩＴ・英会
支援を充実する。 話関連講座の充実などに関わるカリキュラム改革の必要性などの提言をまとめ

た。

【６－３】 前年度に実施した「就職支援に関するアンケート」及び平成１３～１６年度に
前年度に実施した「就職支援に関するアン わたり継続して行った「企業就職に関するアンケート」を分析し，就職支援実施
ケート」を分析するとともに，幅広い進路に 委員会において就職指導や就職支援に対する種々の具体的方策を検討した。
対応した就職指導や就職支援を実施するため この検討結果に基づき，学生に対し学内で実施する就職行事などの様々な情報
の具体的方策を検討する。 を提供する就職情報メールマガジンの発信を行った。

【７】 【７－１】 平成１７年度前期開講科目について，全授業科目（大学院３５８科目）の成績
， 。 ，教育の成果・効果の検証に関 ５段階成績評価の分布調査により厳密な成 評価の分布調査を行い 成績評価が適切に行われているかを調査した その結果
（「 」「 」「 」「 」「 」 ，「 」「 」する具体的方策 績評価の達成状況を明らかにする。 ５段階による相対評価の目安 秀 優 良 可 不可 のとして 秀 優

は３割（そのうち「秀」は「優」の１割 「不可」は２割以内）との比較におい），
教育及び研究指導の効果は， て，秀・優の比率が高い傾向にあった。これは，大学院の場合，少人数授業が多
厳密な成績評価や論文審査を通 いことにより教育効果が高くなっていることも要因の１つと考えられるが修了後
して検証するとともに，修了生 の進路での活動状況など，教育成果を含めた検証と分析をさらに進めることとし
への追跡調査 アンケート調査 ている。なお，更なる厳格な成績評価を推進するため，平成１８年度の授業シラ（ ，
聴き取り調査等）を通して検証 バスから，授業の到達目標を明確に示すとともに，成績評価方法（例えば，試験
する。これらの結果をもとに， ・レポート，演習等での発言内容，出席状況などによる個別判定）のウェイト付
学内の評価・改善組織において けを明示することにより成績評価の透明性を高めることとした。
必要な改善に取り組む。

【７－２】 修了後，２年・３年・５年・１０年・２０年を経過した修了生に対するアンケ
教育の成果・効果の検証のために修了生に ート調査を実施することにより，修了生の多様な社会経験を通じた大学の教育を
対する追跡調査の実施計画を作成する。 中心とする評価を求めるとともに，大学カリキュラムの変遷に応じた修了生の評

価を参考とすることにより，教育研究組織及び教育課程・教育内容等について，
自己点検・評価の素材とすることを通じて，改善に役立てることとした。
なお，アンケート実施時期は，平成１８年度初頭を予定している。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

①学士課程
入学者の受け入れに当たっては，基礎学力を備え教職への強い意欲や関心をも
つ者のほか，幅広い教養と専門的素養を活かして社会で活躍したい者を積極的に
受け入れる。教育課程については，教職者のための教養を含む教養教育・共通教
育のカリキュラムを編成する。教員養成教育では４年間にわたる教育実習を中心
とする体系的な教員養成カリキュラムを編成する。教養系専門教育では，専門領
域の基礎を幅広く学ばせるための実践的で総合性の高いコースカリキュラムを編
成する。教育方法については，少人数授業，実験・実習・演習授業を重視すると中
ともに，体験型授業や参加型授業を拡大し，フィールドワークやインターネット
活用等を積極的に導入する。成績評価については，責任ある授業の実施と一体的期
に，教育の質の保証の観点から厳格化を進める。
②大学院課程目
強い教職志向を持って専門的な研究に意欲を持つ者のほか，明確な将来目標と
旺盛な研究意欲を持って研鑽を求める学卒者，現職教員，社会人等を積極的に受標
け入れる。教育系専攻の教育課程については，高度な教育科学，教科教育及び教
科内容の研究を中心に，体系性と総合性を備えた授業科目でカリキュラムを編成
。 ， ，する 教養系専攻の教育課程については 分野融合を目指す専攻の理念に基づき

総合性の高い高度な授業内容でカリキュラムを編成する。教育方法については，
専門分野の特性に応じて調査・実習・実験・演習を含む実践的な研究指導を重視
するとともに，職業現場をフィールドとするケーススタディやグループワークを
積極的に導入する。成績評価については，責任ある授業の実施や研究指導の実施
と一体的に，教育の質を保証する観点から厳格化を進める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【８】 【８－１】 学部・大学院の全体的な組織見直しの中で，それぞれ，次の課題を中心とする
①学士課程 帰国子女，社会人，編入学等の特別選抜の 検討を進めている。
アドミッション・ポリシーに 取扱いについて引き続き検討を行う。 「帰国子女 ・海外での教育成果に関する適切な評価の可能性」
応じた入学者選抜を実現するた ・受入れの組織体制並びに入学後の教育・指導体制
めの具体的方策 「社会人」 ・教育ニーズの把握

・全入時代に対応した入学者確保の視点を含め，社会人を大学が提
基礎学力を重視しつつ，興味 供する知的資源の重要な享受者と位置づけることによる教育研究
・関心・意欲・経験などに着目 活動の多様化
した入学者選抜を拡大していく 「編入学」 ・現在，第二部小学校教員養成課程で実施している編入学制度に加。
具体的には，特別選抜（推薦入 え，新たな枠組みを設定することに対する社会的ニーズの把握
学等）を拡大し，多様な内容や ・第二部の学士入学による編入学希望者の増加を踏まえ，教員免許
方法を備えた推薦入学制度を積 を所持しない者の大学院における教員養成方策と役割の明確化
極的に導入する。また，入学者
の入学後の追跡調査や入試結果 【８－２】 大学入試センター試験を課す推薦入学を，６募集区分において導入することを
の分析を行い，入学者選抜方法 推薦入学の導入を拡大した結果を公表する 選抜要項で公表した。詳細な内容を募集要項でも公表した。また推薦入学の拡大
の改善に活かすとともに，入学 とともに，３０％以上の募集区分で推薦を導 については，３８募集区分中１３募集区分（３４％）で導入した。
者選抜を的確かつ適正に実施す 入し，平成１５年度の２倍以上となる入学定 なお，推薦入学定員の推移は次のとおり。
るための資料収集と評価の手段 員を募集要項などで選抜方法を発表し，１８ 平成１５年度入学者＝２９人，平成１６年度入学者＝３２人，平成１７年度入学
として，高校生を対象とするス 年度入試を行う。 者＝７４人

。テークホルダー調査を活用する
【８－３】 学生支援システムに入試データ・在学中の学習記録・就職データを追加するこ
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入学後の成績に基づき入学者選抜方法を検 とにより，入学から卒業，就職といった個々の学生の全体的な状況を客観的に把
討するシステムの見直しを行う。同時に，入 握し，入学者選抜の改善に役立てることとした。さらに，新たに入試改善システ
学後の学生の意識調査に基づき，入学者選抜 ム構築ＷＧを組織し，各種データの分析結果を改善に役立てるサイクルを構築し
方法を検討するために，入学時のアンケート た。
等を行い，データを収集する。 また，平成１７年度入学者（約１，０００人）を対象に，志望動機，本学のイ

メージ，大学に求めるもの，入試方法等に関する調査・集計を行った。この調査
結果は，平成１５年に大阪府・奈良県下の高校２年生（平成１７年度入学者と同
年齢）を対象に行ったステークホルダー調査（有効回答数２，５５５）の結果と
の比較による分析を行い，学内に公表した。

【８－４】 当該年度の卒業生から口頭及びハガキによる回答並びに卒論・修論指導教員か
卒業生の就職先等の基礎データ収集を行 ら口頭及び進路状況調査表を回収する方策をとるとともに，徹底した情報収集を
う。 行い，就職状況不明数を２２人（平成１６年度１２６人）とその割合を大幅に改

善し（不明率１．８７％（平成１６年度６．５％ ，データの精度を上げた。））

（ ， ） ， ， ，【８－５】 平成１７年度入学者 約１ ０００人 を対象に 志望動機 本学のイメージ
約 名の新入学生に対して 志望動機 大学に求めるもの，入試方法等に関する調査・集計を行った。この調査結果は，1,000 ， ，
本学のイメージ，大学に求めるもの等アンケ 平成１５年に大阪府・奈良県下の高校２年生（平成１７年度入学者と同年齢）を
ートを行い，ステークホルダーの分析と照ら 対象に行ったステークホルダー調査（有効回答数２，５５５）の結果との比較に
し合わせて検討し，本学のアドミッション・ よる分析を行い，学内に公表した。
ポリシーに合致した優秀かつ意欲的な学生の 分析の結果 「学校教員になりやすい 「専門知識・技術が身に付く 「スポ， 」， 」，
確保に資する。 ーツ・文化活動が盛ん」といった項目が上位を占めており，本学のアドミッショ

『 ，ンポリシーの中核をなす 実践的な教職能力を養う優れた教員養成教育を推進し
豊かな教職能力を持って教育現場を担える学校教員を育成するとともに，学術と
芸術の多様な専門分野で総合性の高い教育を推進し，高い専門的素養と幅広い教
養をもって様々な職業分野を担える人材の育成』に対応した学生を確保している
といえる結果が導き出された。

【８－６】 平成１５年当時，高校２年生を対象に行ったステークホルダー調査と，同年齢
入学者に対する意識調査の見直しを進め の入学者に対する意識調査を平成１７年度に行うことにより，学部入学に対する
る。 社会的ニーズと実際の入学動向を比較する取組みは成功した。しかしながら，デ

ータの比較・分析を行う中で，ステークホルダーとして，本学を具体的な進路の
１つとして選択している者のデータとの比較や，追跡調査による経年比較などと
ともに，目的に応じたアンケート項目の見直しを行い，平成１８年度には卒業生
アンケートを実施することとした。

【９】 【９－１】 ６つの教養コア（思索と芸術，国際と地域，歴史と社会，人間と生活，生命と
教育理念等に応じた教育課程 教養コアに基づいた教養教育カリキュラム 環境，数理と自然）に基づく分野別科目と学際的あるいは主題別分野を扱う総合
を編成するための具体的方策 を実施する。 科目からなる教養基礎科目，言語科目と体育科目からなる共通基礎科目で構成さ

れた教養教育カリキュラムを導入した。
教養教育では，思策と芸術，
国際と地域，歴史と社会，人間 【９－２】 「平成１８年度のカリキュラムに関する基本方針（平成１７年７月１３日役員
と生活，生命と環境，数理と自 教養系専門科目を活用した教員養成カリキ 会決定 」に基づき，教員養成課程と教養学科の教育課程を総合的に見直し，カ）
然など，特色ある教養コアとと ュラムの検討を進める。 リキュラムの相互補完の拡大を図るとともに，教養学科にあっても教員免許取得
もに，教育と人間など，教職を の促進に対応したカリキュラムの検討を行うこととした。
めざす学生のための教養コアを なお，平成１８年度のカリキュラム改正において，理科・科学分野を中心とす
設定する。教員養成教育の充実 る専門科目の相互履修の拡大を図ることとした。
のために，教養系専門教育のコ
ースカリキュラムの効果的な活
用を進める。カリキュラムの企
画・運営・評価を担う全学組織
を設置する。近畿の４教員養成
系大学と協力して，初等教育か
ら大学院教育に対応したｅラー
ニングのシステムやコンテンツ
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の開発を進めるとともに，教員
，養成カリキュラムの開発を進め

ｅラーニングを活用した単位互
換を行う。

【１０】 【１０－１】 学長裁量経費を活用して，これらの授業に必要な教材の整備や実習費の補助を
授業形態，学習指導法等に関 学生の自発的・主体的な学習をエンカレッ 行った。実践例はＦＤシンポジウムにおいて報告し，他の授業との連携を考慮に
する具体的方策 ジするための体験型・参加型・デイベート型 入れた授業内容についても検討中である。また，１８年度学年暦にフィールドワ

授業，グループワークやフィールドワークの ークの日を設けた。
学生の自発的・主体的な学習 実施率を拡大するために必要な機器の整備を
態度や学習意欲をエンカレッジ 進める。またＦＤ事業等を通して授業内容を
するため，体験型授業，参加型 充実する。
授業，ディベート型授業等を拡
大するとともに，グループワー 【１０－２】 第二部（夜間学部）では，従来から，学校サポート活動を単位化し，教員・学
クやフィールドワーク等も拡大 学校サポート活動を単位化するための具体 生・学校現場・教育委員会の関係者すべてが，その効果を認めている。第二部で
する。また，学校ボランティア 的方策を立案する。 は，学生が昼間の就業時間帯を調整することにより，学校への派遣時間帯を確保
やインターンシップ実習を授業 できるが，第一部の学生にあっては，昼間に継続的に学校現場へで出向く時間帯
の中に位置づけ単位化を図る。 を確保することが困難であることが課題となっている。

， 「 」そのため 平成１８年度から実施する ４年間積み上げ方式の体系的教育実習
の実施計画を定め，学校サポート活動を発展教育実習（教育実習Ⅳ）として位置
づけ，４回生時に履修し，６０時間の学校サポート活動を行うことにより２単位
与えることとした。
なお，４年後の実施に向けて，学生の教職以外の就職活動や学校サポート活動
の円滑実施のため，協力校の確保拡大などを進めることとしている。

【１１】 【１１】 平成１８年度用シラバスの作成にあたって，授業の到達目標と成績評価の基準
適切な成績評価等の実施に関 責任ある授業の実施のため，成績評価の方 及び方法を記載事項として定め，非常勤講師を含め全教員に対し，記載の徹底を
する具体的方策 法をシラバスに掲載する具体案を作成する。 図った。また，昨年度に続き，平成１７年度前期の全開講科目について成績評価

成績評価の分布調査の公開システムの検討を の分布調査を行った。結果の公開に向けては引き続き検討中である。
責任ある授業の実施と厳格な 進める。
成績評価によって教育の質の向
上に取り組む。成績評価に対す
る説明責任を明確にするため，
５段階評価の趣旨を徹底し，評
価基準を明確にしてシラバスに
掲載する。これによって，成績

，評価の厳格性と一貫性を確保し
学生の満足度を向上させる。セ
メスターごとに成績評価の結果
を分析し改善を図る。

【１２】 【１２－１】 進めている大学院の見直し検討に併せて，入試ＷＧを中心に大学院全体の新た
②大学院課程 自己推薦，有職者，社会活動重視など多様 な選抜方法について検討中である。
アドミッション・ポリシーに な選抜方法について検討を行う。
応じた入学者選抜を実現するた
めの具体的方策 【１２－２】 現職教員のブラッシュアップ教育等に向け，夜間大学院実践学校教育専攻にス

夜間開講など教育体制等の整備を行い，現 クールリーダーコース，教職ファシリテーターコース，授業実践者コースを設置
将来の指導的な人材としての 職教員や社会人のブラッシュアップ教育等の することとし，その受講者募集方法，選抜方法について検討中である。
資質や可能性を見る観点から， 受講者募集方法，選抜方法について引き続き
学業履歴や学業成績，卒業研究 検討を行う。
・卒業制作の成果，インターン
シップ経験やその他の活動歴等
を考慮しつつ，研究計画書，志
望動機，面接結果等を重視する
入学者選抜方法の導入を検討す
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る。また，現職教員や社会人の
受け入れ拡大のための入学者選

。抜方法の適切な改善を工夫する

【１３】 【１３－１】 大阪府・大阪市教育委員会との連携協議会において，高度な専門性を有し，実
教育理念等に応じた教育課程 大阪府・大阪市教育委員会との間で設置し 践的指導力に富んだ教員養成のための，学部と大学院を通した教員養成教育の必
を編成するための具体的方策 た連携協議会において，教育現場における種 要性について検討を行うとともに，大学と教育委員会が連携・協働して行う，新

々の実践的課題について検討を行う。 任教員に求められる実践的指導力向上を目的とした大阪教育大学大学院における
学部・大学院の６年一貫教員 採用前教育プログラム（教員養成ＧＰ）を通じたカリキュラム開発ついての意見
養成カリキュラムの開発や現職 交換や現職教員研修の実施に関する連携，教員の採用動向などについて協議を行
教員のためのカリキュラム等の った。
企画・運営・評価に責任を持つ
全学組織を設置する。大学院に 【１３－２】 平成１６，１７年度の２年間にわたって大学院サテライトキャンパスで実施し
おける教員養成や現職教育の新 大学院サテライトキャンパスで実施した社 た社会人教育の実績を通じて地理的条件や社会人を対象とした諸条件などの分析
しいニーズに対応したカリキュ 会人教育の実績を踏まえ，天王寺，柏原キャ 検討を行い，大学院における社会人教育として，柏原キャンパスにおいて長期履

， 。ラムを編成するため，大阪府・ ンパスでの社会人教育のための修学形態やカ 修生制度を導入することとし その実施に向けカリキュラムの検討を進めている
大阪市の教育委員会等とも連携 リキュラムの検討を進める。 加えて，サテライトキャンパスでの実績を踏まえ，社会人の教養教育に対するニ
しながら教育現場の実践的な課 ーズに応えるため，公開講座に新たに「教養講座」の枠組みを設け，実施するこ
題に対応できるようカリキュラ ととした。
ムを見直す。大学院サテライト
キャンパスで実施する社会人教
育のためのカリキュラムを新た
に開発する。

【１４】 【１４－１】 大学院に相応しく，それぞれの専攻分野における研究をベースとした教育実践
授業形態，研究指導法等に関 学生の自発的・主体的な学習・研究意欲を との結合という知の在り方を視野に入れた科目としての教育実践関係科目，今日
する具体的方策 エンカレッジするため，実践を重視した研究 の教育をめぐる状況にとっての不可避の多様な課題を論究し得る科目としての現

指導方法を改善する具体策を立案する。 代的教育課題に関する科目などの新しい科目群を立案し，その授業形態の在り方
大学院学生の自発的・主体的 等について検討中である。
な学習・研究意欲をエンカレッ
ジするため，調査や実習など実 【１４－２】 フィールドワークの実施率向上のため，１８年度学年歴にフィールドワークの
践を重視する指導方法を拡大す グループワークやフィールドワーク等の実 日を設けた。また，新しい科目群を立案し，その授業形態の在り方等について検
る。学校現場やその他の職域を 施率を拡大するとともに，ＦＤ事業等を通し 討中である。
対象とするグループワークやフ て授業内容を充実する。
ィールドワーク等を充実する。
インターンシップ実習を授業の 【１４－３】 夜間大学院実践学校教育専攻において インターンシップ実習に関する科目 Ｆ， （
中に位置づけ実践研究として単 実践研究としてのインターンシップ実習の ＴインターンシップⅠ・Ⅱ）を開設するためカリキュラム改正を行い，平成１８
位化を図る。 単位化をさらに進める。 年度より実施することとした。

【１５】 【１５】 授業の到達目標と成績評価の基準及び方法などを記載事項として定めた平成１
適切な成績評価等の実施に関 研究指導の方針や成績評価の方法をシラバ ８年度用シラバスの統一フォーマットを作成し，非常勤講師を含め，全教員に対
する具体的方策 スに掲載することを進めるため，シラバスの し，記載の徹底を図った。

統一フォーマットを作成する。
大学院の授業科目のシラバス
を整備する。成績評価に対する
説明責任を明確にするため，５

，段階評価の趣旨をさらに徹底し
研究指導の方針や評価基準を明
確にしてシラバスに掲載する。
これによって，成績評価の厳格
性と一貫性を確保し，学生の満
足度を向上させる。セメスター
ごとに成績評価の結果を分析し
改善を図る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

教員配置については，分野別の教員組織の編成を弾力化し，新しい教育ニーズ中
に対応して教員を柔軟に配置するとともに多様な人材を登用していく。教育環境
の整備については，図書館や学内 をさらに充実するとともに，演習室や実期 LAN

， 。 ，習・実験室 学生の自主的な学習活動のためのスペースをさらに整備する また
社会人のための夜間授業の拡大に対応した施設の確保を図る。教育の質の改善の目
ため，責任ある授業の実施を徹底するとともに，学生による授業評価の実施を拡
大し，改善システムを整備する。また，ＦＤ事業をさらに充実するとともに，教標
員の教育活動についての評価システムを開発する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１６】 【１６】 中期計画を踏まえた「教員人事の基本方針」に基づき，平成１８年度教員配置
適切な教職員の配置等に関す 平成１８年度教員配置計画に基づいて補充 計画を示すとともに，学長のリーダーシップによる流動定員枠を確保し，重点的
る具体的方策 ポストを活用した教員の再配置に取り組む。 に強化する分野や学生の教育ニーズに対応するため，教育委員会との連携による

教師教育の改革に関わる業務を担当する教員の採用計画を立案した。また，大学
流動定員枠を設けるなどして 院研究科養護教育専攻の充実を図るため，学校安全を担当できる教員を含む採用
分野ごとの教員配置を弾力化し 計画を立案した。，
ニーズの高い専門分野を重点的
に強化するなど戦略的な教員配

。 ， ， ，置を行う また 教育界 民間
官公庁等からも実務経験や専門
知識の豊かな人材を採用し，変
動し多様化する学生の教育ニー
ズに機動的に対応していく。

【１７】 【１７－１】 コンピュータ支援型語学学習システムの導入に向け検討した内容をまとめ 特，「
教育に必要な設備，図書館， コンピュータによる語学実習設備の導入に 別教育研究経費」の特別支援事業として概算要求を行った。平成１８年度の概算
情報ネットワーク等の活用・整 ついて，具体的に検討を進める。 要求内示を受け，整備の実施に向け実施計画等策定中である。
備の具体的方策

【１７－２】 平成１６年８月に実施した各種教育施設の活用状況調査に基づき，稼働率が高
コンピュータによる語学実習 各種教育施設の活用状況調査に基づく，ヒ い共通講義棟及び教員養成課程講義棟，教養学科講義棟の机・椅子，視聴覚機器
設備を導入する。講義室，実験 アリングや現地調査結果に基づき，各種教育 について年次計画を立て整備することとした。
室，実習室，演習室や，芸術・ 施設の有効活用の一層の推進を図る。
体育等の実技分野の各種施設に
ついては，定期的に活用状況や 【１７－３】 平成１７年度に改訂された教科書（小学校２９３点，高等学校１２２点）を全
運用上の問題点を調査分析の上 附属図書館において，改訂教科書の購入を 点購入し利用に供した。また，所蔵教科書目録を完成させた。その他，本学も加，
効果的な活用を図りながら改修 進めるとともに，教科書データベースの構築 わって国立情報学研究所がコーディングマニュアルとして制定した全国版教科書
・整備等を進める。附属図書館 を図り，利用者教育や情報リテラシー教育の 目録規則をもとに，図書館内での戦後検定教科書データベース作成のためのロー
は，本学の特性を踏まえた図書 ための研修会を実施する。 カル処理技術基準の詰めの作業を完了し，入力を開始した。
資料・電子図書の収集を進め， また利用者教育，情報リテラシー教育等の研修会を，１回生からデータベース
学習支援・教育支援面での機能 検索方法の研修を取り入れるなど従来より実践的な内容に高めて実施し，平成１
充実とサービス向上を図る。情 ７年度は４７７名が受講した。
報ネットワークの活用を促進す
るため，情報処理センターをハ 【１７－４】 平成１６年度に更新した情報ネットワーク基盤をもとに，情報処理センターの
ブとする情報基盤システムの強 更新された情報ネットワーク基盤をもと オープン利用室に加え，教養学科棟１階，教員養成課程棟１階及び附属図書館２
化を図るとともに，端末規模を に，オープン利用環境の整備を図る。現在の 階にオープンスペースを開設し，それぞれデスクトップＰＣを８台，７台，２０
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拡大しオープン利用スペースを 情報処理センターのオープン利用室に加え， 台設置し，４月より学生による利用を開始した。利用開始にあたっては，利用促
確保する。また，教育用データ 附属図書館の２Ｆを情報処理センターと附属 進のため学生向けに広報を行い，また，１２月には在学生に対し学生のためのコ
ベースや学校教育の情報化に対 図書館の共同事業でオープン利用室として運 ンピュータ環境に関するアンケート調査を実施した。集計結果は「情報処理セン
応したｅラーニングのシステム 用する。 ター年報９号」に掲載し，学内外に公表した。
の整備に取り組む。情報メディ
アを活用した授業を拡大し，視 【１７－５】 ｅラーニングシステムの試験的運用を開始し，試験的運用に参加する教員を募
聴覚教室の活用の促進を図る。 ｅラーニングシステムの試験的運用を行う 集して，システム利用上の問題点などの抽出を行った。また，ｅラーニングシス
学生支援事務の電子化を図る。 とともにｅラーニングシステムの利用環境を テムの利用環境の整備を進めるため，プロジェクタを設置する講義室の整備計画

整備するために，教室へのプロジェクタの設 を作成し，本年度は教員養成課程棟講義室の整備を行った。
置を進める。

【１７－６】 ＳＣＳについては，グループウェアによる毎回の案内に加え，利用の手引きと
スペースコラボレーションシステム（ＳＣ 平成１６年度の利用報告を冊子にまとめて全教職員に配布し，活用を図った。特
Ｓ）やビデオ会議システムの有効活用の方策 別講義，講演会，セミナー，フォーラム，公開研究会等の参加形態で活用し，前
を立案し，実施する。 年度２８回，１４５名の利用が４５回，１７３名の利用となった。また，テレビ

会議システムは近畿地区４教育大学連携及び国際遠隔教育の両プロジェクトで利
用テストを進めている。

【１７－７】 入学時から卒業時までの各データの連携を図り，学生へのサポートを強化する
学生支援事務電子化のための統合学生情報 ため，統合学生情報システム（教務事務システム，自動証明書発行システム，就
システムを導入する。 職事務システム，入試事務システム，教務ＷＥＢシステム）を導入し，教務事務

システム，自動証明書発行システム，就職事務システム，入試事務システムにつ
いて本稼働を開始した。教務ＷＥＢシステムについては平成１８年度本稼働に向
け準備中である。

【１８】 【１８－１】 これまで各部局単位でその特徴を踏まえた形態により授業評価を実施していた
教育活動の評価及び評価結果 学生による授業評価の実施率向上に取り組 が，実施率の向上と授業評価システムの大学全体の統一的実施に向け，授業評価
を質の改善につなげるための具 む。 システムに関するワーキンググループを設置し，基本方針「大阪教育大学授業評
体的方策 価システムの基本的考え方について」を策定した。同基本方針に基づき実施要項

を定め，平成１７年度後期から全授業科目を対象に授業評価を実施した。全学平
， （ 。）学生による授業評価の実施率 均で約５割強の実施率であったものが ８８％ 受講者数５名以下の授業を除く

を高め，評価結果を適切な方法 に向上した。
で公開する。教員の教育活動の
評価システムを開発する。教育 【１８－２】 平成１６年度に策定した評価システムに基づき実施した自己点検・評価を通じ
活動に関する自己点検・評価を 教育活動に関する評価の項目，観点，指標 て明らかとなった検討課題などを抽出し，新たに設置した評価方法等検討委員会
厳正に行うとともに，外部評価 等の整備を進める。 において，評価の項目，観点，指標等について見直しを行った。これにより，平
を実施する。卒業生，教育委員 成１８年度実施することとした。
会，学校関係者，企業関係者等
による教育フォーラムを開催し 【１８－３】 大阪教育大学外部評価規程を新たに制定し，他大学の教員３名及び大阪府・大，
教育の水準・成果の検証の機会 平成１６年度の自己点検・評価の結果につ 阪市の教育委員会２名の外部委員からなる外部評価委員会を設置し，今年度実施
を設ける。これらの結果に基づ いて外部評価を実施する。 した平成１５年度及び１６年度の自己点検・評価の結果について，授業見学や学
き，学内の評価・改善組織にお 生へのインタビューなども交えた外部評価を１月から２月にかけて実施し，報告
いて必要な改善に取り組む。 書を学内外に公表した。

【１８－４】 平成１８年１月，教育委員会，学校関係者，大学教員，学生による「教育実習
教育委員会，学校関係者，大学教員，学生 シンポジウム」を開催し，４年間積み上げ方式による体系的教育実習についての
による「大阪教育大学フォーラム」を開催す 教育委員会，大学教員による意見交換や観察実習，インターンシップ，学校サポ
る。 ート活動についての参加学生，受入れ学校関係者による発表など諸活動の総括・

点検を通し，教育成果の検証を行った。

【１８－５】 自己点検・評価の結果を基に，各部局において改善事項の整理・検討を行い，
平成１６年度の自己点検・評価の結果を基 以下のような取組みを行った。
に，各部局において改善に取り組む。 ①学外関係者からの意見を教育に反映させるため，卒業後，２年・３年・５年

・１０年・２０年を経過した卒業生に対するアンケート調査の実施。
②授業形態の多様な展開の取組みとして，教養基礎科目「特別授業－大阪教育
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大学の歴史と使命－ （２単位）の開講。」
さらに教育改善を図るため外部評価を実施し，更なる改善に取り組んでいる。

【１９】 【１９－１】 平成１６年度に開発・作成した「観察実習指導用ＤＶＤ」を教職入門セミナー
教材，学習指導法等に関する 教材開発プロジェクトにより開発した教材 の授業で用い，実践的な観察実習指導を行うとともに，本教材の有効性などにつ
研究開発及びＦＤに関する具体 を用いた実践的研究を実施する。 いて実践的研究を実施した。
的方策

【１９－２】 平成１７年度より，教養基礎科目として「知的財産権入門」を開講し，さらに
附属学校等の教育現場と連携 学校教育における知的財産教育の更なる開 「知的財産教育学」開設に向けたカリキュラムの改正を行った。また 「知的財，
して，各種の情報メディアを用 発に取り組む。 産入門」用ｅラーニングシステムの試行及びコンテンツ改良も行った。その他，
いた実践的な教員養成のための 他の教員養成系大学，学部における知的財産教育の推進状況の調査や知的財産教
教材を開発する。学校教育にお 育関連授業の企画公募を学内で行い，教材開発にも取り組んでいる。
ける知的財産教育の開発に取り
組む。附属図書館の教育利用を 【１９－３】 平成１７年度のシラバス掲載資料のうち，不足分や新規分は購入し利用に供し
促進し，図書館資料を活用した シラバス掲載資料等，授業に関連した図書 た。また，授業に関連した図書の整備に随時対応するため，図書館ホームページ
学習形態を拡大する。ＦＤ事業 の整備を図るとともに，ホームページを活用 やメールでの受付窓口を開設した。ホームページを活用した学習支援では，教養
の中で，質の高い授業の研究開 した学習支援の拡大に取り組む。 教育充実のため重点的に購入した図書や視聴覚資料のリストを図書館ホームペー
発に取り組むとともに，授業公 ジに掲載し，現物資料も「附属図書館特集コーナー」へ集中して配架するなど，
開を拡大して教員相互の研鑽の 学生が本学教養教育の特色等を理解できるように工夫した。
機会を拡大する。

【１９－４】 ＦＤ事業の１つとして，教員に対し担当する授業を公開とすることの依頼や公
ＦＤ事業を通してより良い授業の開発に取 開する授業科目（１８３科目）を一覧にまとめて全教員へ配布し，各部局の運営
り組み，教員相互の研鑽の機会を拡大するた 委員会において，教員相互で授業を観察し授業改善を進めるよう指示し，改善に
め授業の公開を進める。 取り組んだ。

【２０】 【２０－１】 「情報科教育法 「日本語教育 「学校安全」の３つの授業をｅラーニングを用」 」
全国共同教育に関する具体的 近畿の４教員養成系大学間でのｅラーニン いて試行的に行うなど，４教育大学連携に関する検討会・ｅラーニング部会にお
方策 グを活用した授業実施の検討を進める。 いて実施に向け検討中である。

近隣の教員養成系大学・学部 【２０－２】 昨年度締結した近畿教育系国立４大学単位互換に関する協定及び実施要項に基
との協定に基づき，大学の枠を 学部においては，現行の３教育系大学から づき，４教育系大学において単位互換を実施し，本学では人権，学校安全，国際
超えた学習機会を拡大していく ４教育系大学の単位互換を行うとともに，具 理解，知的財産権の領域において，１０科目を提供した。。
大阪地区の大学コンソーシアム 体的互換科目を各々提供し，教育の活性化を
のもとで，国公私立の枠を超え 図る。
た学習機会の拡大に参加してい
く。遠隔地の大学との間で協定 【２０－３】 平成１８年２月，本学を含め大学コンソーシアム大阪に加盟する国公私立大学
を締結し，相互に学生を交換し 大阪地区の大学コンソーシアムのもとで， のうち３０大学間において，単位互換包括協定を締結した。平成１８年４月から
てセメスター単位で滞在学習が 国公私立の枠を超えた学習機会の拡大の検討 の単位互換実施に向け，一般教養科目２６９，教職科目１８，大阪学１１の単位
できる制度を導入する。放送大 に参画していく。 互換科目のうち，本学は一般教養科目２４，教職科目７科目を提供することとし
学等との間で単位互換を実施す た。
る。

【２０－４】 セメスター単位で本学を離れ遠隔地の大学で滞在学習することにより得られる
遠隔地の大学でセメスター単位で滞在学習 教育効果や今後予想されるｅラーニングを活用した全国の大学間での学習機会の
ができる制度の具体化に向けた検討に着手す 拡大の可能性といった，セメスター単位での滞在学習の具体化に向けての課題や
る。 問題点などについて，教育研究推進室において整理を行った。

【２０－５】 放送大学の科目を本学の教育課程に取り入れ，本学が指定する科目を受講させ
放送大学との単位互換の具体化に取り組 る新たな単位互換制度についての放送大学からの提案を受け，教育研究推進室に
む。 おいて，本学では開講が難しく，かつ，学生にとって有益な種々の資格取得に必

要な科目について，単位互換を行う方向でその方策を検討中である。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

学生が自らの学習目標と進路希望に応じて履修計画を立て，意欲をもって学習中
に打ち込めるよう，学習相談・助言体制を整備する。生活上，経済上，心身上等期
の問題を抱えて就学する学生に対して，身近で親身な相談・助言・支援体制を充目
実する。就職相談や資格取得の支援など，各種の学生サービス・学生支援を充実標
する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２１】 【２１－１】 指導教員に対する聞き取り調査 「学生生活実態調査」の分析結果，学生生活，
学習相談・助言・支援の組織 「指導教員ハンドブック」の改訂版を刊行 研究セミナーでの意見並びに他大学調査の結果を基に検討を行い，指導教員の位
的対応に関する具体的方策 する。 置付けを見直し，その役割を明確にした改訂版「指導教員ハンドブック」を刊行

し，全教員への配布と説明を行った。
学生支援のための教員用マニ
ュアル 指導教員ハンドブック 【２１－２】 「学生生活実態調査」の学生相談に関する分析結果を踏まえ，オフィスアワー「 」
を作成する。指導教員制やオフ オフィスアワーの実施の拡大に取り組む。 の実施拡大及び学生への周知方法を検討した結果，全教員に対し研究室にオフイ
ィスアワーを充実するとともに スアワーを明示する掲示板を配布し，説明を行い実施を促した。また，オフィス，
学生相談員を配置し，学習相談 アワーを記載事項として定めた平成１８年度用シラバスの統一フォーマットを作
・助言体制を充実する。また， 成し，全教員に対し記載の徹底を図った。
大学ホームページや電子メール
を利用した学習相談システムを 【２１－３】 ７月２０日の「よろず相談員連絡会」及び９月２７日の「学生生活研究セミナ
開発する。学習相談・助言・支 学生相談体制の充実を図るための具体的プ ー」における議論及び「学生生活実態調査」の分析結果を踏まえて，学生相談体
援に，新入生セミナーや在学生 ランを策定し，その相談体制を試行する。 制の具体的プランとして学生相談室の設置を検討し，併せて総合窓口及び専門職
セミナーを活用する。 相談員の設置の必要性等を示した。なお，トータル的な学生支援体制である学生

相談室の設置については，今後，学生支援センター設置構想を視野に入れて検討
する予定である。

【２１－４】 電子メールを利用した学習相談については，シラバスにメールアドレス，オフ
大学ホームページや電子メールを利用した ィスアワー時間帯等を明記することとしたシラバスの統一フォーマットの作成を
学習相談を実施する。 行い，平成１８年度から全学的に電子メールを利用した学習相談を行うこととし

た。

【２１－５】 ４月に実施した指導教員に対する聞き取り調査の分析結果を基に，改善を加え
新入生セミナーや在学生セミナーの改善に た在学生セミナーを実施し，さらにその結果の分析を基に効果的なセミナー実施
向けてのガイドラインを策定する。 が可能となる標準的仕様をガイドラインとして策定した。

【２２】 【２２－１】 ７月２０日の「よろず相談員連絡会」及び９月２７日の「学生生活研究セミナ
生活相談・就職支援等に関す 学生相談室規程を整備し，相談員の配置に ー」での検討 「学生生活実態調査」における学生相談に関する分析結果を踏ま，
る具体的方策 ついて検討を進める。 えて，保健センターに女性カウンセラーの必要性を提言すると共に相談体制の具

体的方策の検討を行った。学生相談室規程については検討を行った結果，学生支
学生よろず相談室に，学生相 援センター設置構想に合わせて制定することとした。
談員を配置する。また，保健セ
ンターのカウンセリング機能を 【２２－２】 学生支援実施委員会の提言を受け，カウンセリング機能の充実方策として，平
充実する 就職支援については 保健センターのカウンセリング機能の充実 成１７年度から保健センターに週１回非常勤の精神科医を雇用し，カウンセラー。 ，
就職相談日を増やし相談体制を 方策について検討を進める。 の増員を行った。
強化する。就職ガイダンスや教
職・企業就職講習会を充実し， 【２２－３】 平成１７年度において新たに，教員就職体制の強化対策としてキャリアサポー
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職業意識を啓発するための正課 就職相談を教員・企業就職それぞれ週１回 トデスクを設置し，常勤のキャリアアドバイザー及び非常勤の調査員を配置し，
の授業の開講を検討する。教員 授業期間のみ開催しているが，授業期間以外 特に教員採用試験に対する個人指導に重点を置き，面接・模擬授業等の指導を行

。 ， ， ，の就職指導能力の向上のための に必要とする時 期に週２回程度開催する。 った また 企業就職については 企業就職担当アドバイザーを毎週１日雇用し
ＦＤ事業を企画する。 指導・相談体制を強化した。

【２２－４】 前年度実施した「就職支援に関するアンケート」の分析結果に基づき，教員就
各種の就職ガイダンス等の内容を充実す 職では教職特別講座の内容を充実するとともに，平成１８年度から従来の３回生
る。学生の就職支援ニーズに応えるプラン作 を対象とする教職特別講座に加え，４回生を対象とする教職特別講座の開講につ
りに取り組む。 いて検討した。また，企業就職では３回生対象の就職ガイダンスの開催時期を早

めるとともに，ガイダンス回数を増やすなどの改善を行った。また，平成１７年
度から学長による特別授業「大阪教育大学の歴史と使命」を全学教養基礎科目と
して開講し，大阪教育大学の学生としてのアイデンティティの向上とともに，キ
ャリアデザインの形成支援を図った。さらに，職業意識育成のため，平成１８年
度から教養基礎科目「キャリアデザイン」の開設に向け，授業テーマに沿って将
来に向かってのキャリアデザインの構築，職業意識の向上を図ることのできる授
業計画を策定し，シラバスを作成した。

【２２－５】 教員養成課程ＦＤ事業推進委員会において，キャリアサポートデスク・アドバ
教員の就職指導能力の向上のためのＦＤ事 イザーを講師として教員就職に関するＦＤ事業を実施した。今後，教員の就職指
業を実施する。 導能力の向上を図るため，さらにＦＤ事業推進委員会において事業内容の充実を

図ることとした。

【２３】 【２３】 学生支援実施委員会において大学独自の奨学金創設の検討を行っているが，基
経済的支援に関する具体的方 大学独自の奨学金創設に向けた検討を開始 金創設方法等についての課題解決に至っておらず，引き続き検討するとともに，
策 する。 別途，学生への経済支援方策の形態を含めて検討を進めている。

同窓会組織や学外支援団体等
からの支援を拡大し，大学独自
の奨学金制度の整備を進める。

【２４】 【２４－１】 学生のクラブ・サークル活動については，スポーツ・芸術・文化活動に対する
課外活動等の支援に関する具 プロジェクトにおける検討を踏まえ，学生 約１００の体育会系，音楽系サークル連合が中心となっており，その活動に当た
体的方策 のクラブ活動や学生行事の活性化を図るため っては，特に体育会系のクラブでは，近畿地区国立大学体育大会で男女総合優勝

の学生組織の充実を図る。 の常連大学となるほか，全国レベルの戦績を数多く残している。
学生のクラブ活動を充実し学 また，これらの活動をより一層充実させる方策として，学生支援実施委員会で
生行事の活性化を図るため，学 は，学生自身の主体的な活動を支援・拡大するため，学生向け広報誌「学園だよ
生の課外活動の成果に対する顕 り」の編集に参画させるとともに，学生が自主的に企画・運営を行う大学祭にお
彰制度を整備するとともに，学 ける地域交流事業「柏原わくわくフェスタ」との連携による９００人を超える児
外支援団体等からの支援を強化 童・生徒等との交流，柏原市体育協会と連携した大学スポーツ祭への市民参加な
する。 どを実施した。

【２４－２】 大阪教育大学学生表彰規程に基づき学長表彰及び学長特別表彰を実施した。学
全学的な顕彰制度により顕彰を実施する。 長表彰では，卒業又は修了予定者のうち，在学期間中における学術・課外活動等
学生による学外団体との共催事業を支援す において顕著な功績があり，他の学生の範となる学生２名を表彰し，学長特別表
る。 彰では，学術・課外活動・ボランティア等における特に顕著な業績・成果・貢献

等が認められた学生（１名 ・学生団体（１団体）を表彰した。また，学外団体）
との共催事業としては，大学，柏原市剣道協会，本学剣道部が９月２５日に柏原
市剣道錬成大会を行い多数の参加を得た。

【２５】 【２５－１】 留学生の生活面を中心とする多様なニーズに適切に対応するためには，留学生
留学生に対する配慮 チューター連絡会議を定例化させる。 センター教職員，同センター兼任教員（協力教員 ，学生チューターなど関係者）

の密なる情報交換と連携が必要であることから，従来，不定期に開催していたチ
留学生のためのチューター制 ューター連絡会議を定期的に（年２回）開催することとした。
度の一層の充実と活用を図る。 これにより，特段の支援を要する留学生の状況やチューターとして配慮すべき
留学生センターに協力教員を配 ことがらなどの共通理解が一層深まり，関係教職員との連携の円滑化も進めるこ
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置し，留学生の生活相談・生活 とができた。
支援体制を強化する。また，地
域の国際交流ボランティア団体 【２５－２】 チューターの役割を明文化し，すべての関係者に周知することにより，留学生
からの留学生支援の受入を促進 チューターの役割の明確化し，活動を充実 を支援するチューターと支援を受ける留学生の間に，チューターの役割に対する
する。 する。 認識や期待にずれが生じることによる両者の人間関係形成に支障を来す事例の減

少を図った さらに 留学生と一般学生の交流の輪を拡げることを目的として 国。 ， 「
際交流グループ」を組織し，登録学生約４０名により多様な留学生支援方策を検
討，実施している。

【２５－３】 留学生に対する指導助言体制の強化を図るため，新たに留学生センターの兼任
留学生センターの協力教員を配置し，指導 教員（協力教員）６名を配置し，同センター長を含む４名の専任教員との連携に
助言体制を強化する。 よる指導助言体制の強化を図った。センター兼任教員（協力教員）は，センター

の専門的業務として，留学生及び海外派遣学生に対する学習・生活その他あらゆ
る支援方策と具体的支援内容等についての検討のほか，大学が推進する各種の国
際交流事業への参加，留学生や海外留学希望学生の個別相談に応じるとともに，
センター運営委員会構成員として，センターの運営方針及び業務の推進，センタ
ーの事業計画，その他センターの運営に関する事項の審議にあたった。

【２５－４】 地域の国際交流団体との連絡会議を年２回開催し，留学生支援の現状把握に努
地域の国際交流団体との連絡会議を定期的 めた。また，八尾市，柏原市等からの留学生支援としては，八尾市国際交流セン
に開き，留学生支援の現状の把握と分析を行 タータイ先導的プログラムによる学生のホームステイ，柏原市国際ソロプチミス
うとともに，八尾市及び柏原市の国際交流団 トによるホームビジット，八尾市国際交流センターによる日研生・交換留学生の
体との交流を拡大する。 ホームステイが行われた。

さらに 「中島記念国際交流財団」の助成を受け，留学生地域交流事業として，
「外国人児童・生徒に対するバイリンガルサポートセミナー」を実施し本学の留
学生と八尾市，東大阪市の国際交流団体等との交流を行った。

【２６】 【２６】 身体障害者の活動を支援するため要望，調査に基づき建物内部階段の手摺り設
身体障害学生に対する配慮 各施設のバリアーフリー等，施設環境の整 置，屋外広場の不陸修正･段差解消を継続的に実施している。また身体障害者の

備に努める。 在席が予定されている建物へのエレベーター設置の準備を進めている。
身体に障害のある学生が支障
なく就学できるよう，各種のバ
リアーフリー等，施設環境の整
備をさらに進める。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

現代の教育問題に関連して社会的な要請の高い研究課題や，学術上の要請が高
い研究課題に取り組み，先進的で独創性の高い成果を目標とする。研究成果は，中
教育現場における課題の解決や，専門分野の発展に寄与することを目標とする。期
実践的な研究成果は，学術雑誌や学会誌のみならず，市民向けの大学広報や大学目
のホームページを活用して広く社会に公開するとともに，地域の学校，教育委員標
会，産学官の連携プロジェクト等を通して活用に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２７】 【２７－１】 教育目的である現代的課題に対応できる教員の人材養成に資するため，知財教
目指すべき研究の方向性と重 教員養成教育の基盤となる教育科学，教科 育のできる教員養成システムの構築の研究，体育科・理科・英語科における教員
点的に取り組む領域 教育及び教科内容の研究を深めるとともに， 養成カリキュラム・教育プログラムの研究・開発，スイス・ドイツの教育機関と

学校安全や学校の危機管理に関する研究を促 の連携による授業スタイルと教員文化に関する比較研究をはじめとした教員養成
時代と社会の変化に対応した 進する。 教育の基礎となる教科教育・教育内容の研究に取り組んだ。
教育の在り方を理論面及び実践 また，学校危機メンタルサポートセンターにおいて，前年度より開始している
面で追求し 教育の制度 内容 学校安全管理維持・強化に関する実証的研究，緊急組織対応の事例研究を継続す， ， ，
方法等の充実と発展をリードで るとともに，今年度より新たに安全学習の新たなカリキュラム体系構築準備プロ
きる先導的で実証的な研究を志 ジェクト，児童生徒の校外での安全マップ作成に関する研究を実施し，さらに，
向する。また，教員養成教育の 科学研究費補助金による学校安全管理維持・強化に関する実証的研究や緊急組織
基盤となる教育科学，教科教育 対応の事例研究を継続して実施した。学校安全や学校危機管理に関する研究成果
及び教科内容の研究を深めると は，学内外における学校安全に関わる研修や各種啓発活動において，今後の安全
ともに，学校安全や学校の危機 教育の在り方を考える基礎資料として積極的に活用した。
管理に関する研究を推進する。
また 人文・社会・自然 人間 【２７－２】 ｅラーニングによる実践的な教員養成教育方法の研究や音楽等の芸術教科の統， ， ，
スポーツ，芸術等の領域で，専 専門領域の多様性を活かしながら，新たな 合プログラムの調査・研究をはじめとする応用・実践研究に取り組んだ。また，

， ， ， ，門領域の多様性を活かしながら 時代の教養教育の基盤となる総合性の高い基 新たな時代の教養教育の基盤となる総合性の高い基礎研究 応用研究 先端研究
新たな時代の教養教育の基盤と 礎研究，応用研究，先端研究，実践研究等を 実践研究について学内予算において教育研究プロジェクト経費として措置した。
なる総合性の高い基礎研究，応 促進する。
用研究，先端研究，実践研究等

， ， ，を推進する。 【２７－３】 教員養成における実践的指導力育成 新たな学校教育開発 学校安全教育開発
本学に相応しいプロジェクト研究を設定 特色ある教育・研究・地域貢献・国際貢献の７つの教育研究プロジェクトを設定
し，学内公募によって実施する。 し，学内公募により３７件のプロジェクト研究を選定し，研究を実施した。

【２７－４】 新たな学校教育開発，学校安全教育開発，特色ある地域貢献，特色ある国際貢
附属学校との共同研究を公募し実施する。 献の４つの教育研究プロジェクトを設定し，学内公募により８件のプロジェクト

研究を選定し，研究を実施した。

【２７－５】 科学研究費補助金の積極的な確保を目的として，前年度に引き続き，学内ホー
今日的課題をもって科学研究費補助金など ムページにて申請の促進を図った。特に本年度は，採択率の向上を主たる目的と
外部資金の積極的な確保に取り組む。 して学内説明会を開催し，本学の科研費多数採択者を講師に研究計画調書の具体

的な記入方法の説明を行った （平成１８年度採択率において，前年度比１４．。
６ポイント向上した ）。
また，科研費以外の各種研究助成の公募情報を一覧表にするなど，学内教員へ
の通知方法を改善し，各種研究助成への申請の促進を図った。
さらに，寄附金・共同研究・受託研究等のホームページを開設し，企業等に対
し制度の概要や過去の実績等について情報発信を行った。
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【２８】 【２８－１】 教員データベースを活用し，各研究者の学歴，職歴，専門分野，研究課題など
研究成果の社会への還元に関 研究者情報や研究成果情報をホームページ の研究者情報や 共同研究の実績 著書・論文などの研究成果情報を掲載した 研， ， 「
する具体的方策 で公開する。 究者総覧」を作成し，６月にホームページで公開した。

適切な方法で研究者情報や研 【２８－２】 紀要の全文公開の取組みと併せて，平成１５年度以前の紀要論文データ（教育
究成果情報を公開する。研究成 紀要論文や学内刊行物のデータベースの整 研究所報データを含む）も３，７５８件を入力し公開した。また，各センターや
果は，協定にもとづく教育委員 備と公開に取り組む。 附属学校園等の刊行物も含め学内でこれまでに刊行された成果物を，７月に「学
会や地元自治体等との連携プロ 内刊行物一覧」データベースとして公開した。掲載資料は附属図書館に配架し利
ジェクトを通して 地域の学校 用可能な状態に整備している。， ，
住民，企業等に還元していく。
実技系分野の成果は，学内外で 【２８－３】 美術関係教員による作品展や展示・展覧会等への出品，音楽系教員の演奏会や
の展示・演奏・出品活動等によ 実技系分野の成果を学内外での展示・演奏 作曲活動などを通じて，研究成果を社会に公開した。
って広く社会に公開していく。 ・出品活動等によって広く社会に公開してい また，９月には大学ホームページに「教員・学生等の活動紹介Ｂｌｏｇ」を開
地域連携を推進する組織を設置 く。 設し，教員の展示・演奏・出品活動等一般の方が参加できる催し等の事前紹介を
し地域連携コーディネーターを 行い，活動の広報を行った。
配置して研究成果の社会への還
元を促進する。研究面での社会 【２８－４】 ６月に教員データベースを活用した研究者総覧をホームページで公開した。ま
貢献について，現職教員等を対 地域に向けた研究成果の紹介の具体的方策 た，９月には，教員の研究活動や著書を紹介するＢｌｏｇをホームページ上に開
象とするステークホルダー調査 を整理する。 設した。
を実施し，その達成状況の定量 さらに，教員単位の地域に向けた研究成果紹介書を教員でまとめ，平成１７年
的な把握に努める。 度・第４回柏原市産学官交流セミナーで地域の市民及び商工会職員，産業界に配

布した。

【２９】 【２９－１】 大阪教育大学外部評価規程を新たに制定し，他大学の教員３名及び大阪府・大
研究の水準・成果の検証に関 平成１６年度の自己点検・評価の結果につ 阪市の教育委員会２名の外部委員からなる外部評価委員会を設置し，自己点検・

， ，する具体的方策 いて外部評価を実施する。 評価の教育に関わる研究活動について 外部評価を１月から２月にかけて実施し
報告書を学内外に公表した。

研究活動に関する自己点検・
評価を厳正に行うとともに，研 【２９－２】 １１月に「リーダー層教員の力量形成ー量的確保と質的向上」をテーマとして
究活動についての外部評価を実 教育委員会，大学関係者，学校関係者を対 た第５回スクールリーダー・フォーラムを本学・大阪府教育委員会合同で開催
施する。また，教育委員会，学 象とした「大阪教育大学フォーラム」を開催 し，教育委員会，学校関係者，本学教員の参加の下，リーダー層教員の力量形成
校関係者，企業関係者等による する。 の課題と条件づくりを明らかにした。
研究フォーラムを開催し，研究
の水準・成果を検証する機会を
設ける。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

研究者の配置については，教員配置を再編成し，研究動向に対応した新領域や
重点分野の導入を促進するとともに，多様な人材を登用した機能的な配置を進め中
る。研究環境の整備については，施設活用のアセスメントによって研究スペース期

， 。目 の有効活用を図るとともに ＰＦＩの手法を活用した新たな施設整備に取り組む
研究の質の向上を図るため，教員の研究活動の状況を把握・分析し，適切に評価標
するシステムを開発する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【３０】 【３０】 中期計画を踏まえた「教員人事の基本方針」に基づき，平成１８年度教員配置
適切な研究者等の配置に関す 平成１８年度教員配置計画に基づいて補充 計画を示すとともに，学長のリーダーシップによる流動定員枠を確保し，重点的
る具体的方策 ポストを活用した教員の再配置に取り組む。 に強化する分野や学生の教育ニーズに対応するため，教育委員会との連携による

教師教育の改革に関わる業務を担当する教員の採用計画を立案した。また，大学
流動定員枠を確保し，社会的 院研究科養護教育専攻の充実を図るため，学校安全を担当できる教員を含む採用
要請の高い専門分野を重点的に 計画を立案した。
強化するなど，戦略的な研究者
の配置を行う。学校，教育委員
会，民間企業，官公庁等から専
門知識や実務経験の豊かな人材
を採用し，変動し高度化・多様
化する研究動向に機動的に対応
していく。

【３１】 【３１－１】 外部資金（科学研究費補助金，寄附金，共同研究費及び受託研究費）獲得への
研究資金の配分システムに関 外部資金獲得など実績に基づき配分を行う インセンティブを高めるため競争的な予算枠総額１０，０００千円を確保し，そ
する具体的方策 競争的な予算枠の確保を図る。 のうち，教員への競争的予算枠としては８，０００千円を確保し，獲得実績があ

った教員に対し獲得金額に応じて配分を行った。また，教員のモチベーションが
研究資金の配分は，基礎配分 高まることを期待して，グループウェア上に配分結果を掲示し，外部資金獲得へ
と特別配分で構成し，特別配分 の動機付けとなるよう取組みを図った。
には実績指標によるインセンテ
ィブ機能を持たせる。プロジェ 【３１－２】 対前年度約６５，０００千円増額の学長裁量予算枠を確保し，中期計画及び年
クト研究を対象とする配分枠を 相当額の学長裁量予算枠を確保し，中期計 度計画達成と密接に関連する教育研究プロジェクト経費及び学校安全対策経費を
設け，共同研究や異分野交流に 画の達成のための重点配分を図る。 学内公募により申請のあった計画に対し予算配分を行った。
よる研究活動の活性化を図る。 特に教育研究プロジェクト経費では対前年度約１０，０００千円増額の予算枠

を確保し，要求区分の中に共同研究，異分野交流や国際貢献等のプロジェクトを
設け「重要性 「中期目標・計画との合致性 「成果の実現性」を主な視点として」 」
審査を行い，年度末にはプロジェクトの成果報告書の提出を求めた。
この他，教育研究のより一層の推進や年度計画の推進や国際拠点形成支援など
のため，経費の重点配分を行った。

【３２】 【３２－１】 研究活動に対して快適な環境を提供するため空調設備更新の年次計画を作成の
研究に必要な設備等の活用・ 研究の進展や実験の高度化を踏まえた設備 うえ予算を確保し，教養学科棟１号棟及び２号棟における研究室等の空調設備更
整備に関する具体的方策 の整備・更新のための基幹整備を進める。 新を実施した。

設備整備のための予算枠を確 【３２－２】 昨年の調査を踏まえ，さらに，科学機器共同利用センター運営委員会委員及び
保し，研究動向に対応した設備 教育研究用の高価な科学機器等の現状把握 機械管理責任者に対して，現在管理している機器の現状，改修（修理）計画の有
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の整備・更新を進める。高価な を進め，整備計画を立案する。 無，更新計画の有無，新たに必要となる機器等について調査を行った。
科学機器等は，全学共同利用に これらの調査結果を踏まえて，平成１７年１２月開催の運営委員会において，
よって有効活用を図る。プロジ 更新が必要な機器，新規導入が必要な機器等を明確にした整備計画「大阪教育大
ェクト研究のための時限付き研 学における設備整備に関する基本的構想」を立案した。
究スペースを確保する。附属図
書館の研究用資料の整備やサー 【３２－３】 新たに１４室２８０㎡を全学共用スペースとして指定し，合計５６室１，５８

。 ，ビス機能の充実により，附属図 共通利用スペースを確保し，引き続き有効 ３㎡に対して有効活用計画に基づく全学共用スペースとして指定した このうち
書館の研究活用を促進する。 活用計画を立案し実施する。 ２０室４９９㎡を学術的研究又は先端的プロジェクト研究などのための時限付き

研究スペースとして利用している。

【３２－４】 研究基本図書については，継続的な購入を必要とするものに関して整備を行っ
研究基本図書の整備及び電子ジャーナルの た。
整備を進める。 また，電子ジャーナルについては，平成１８年度購読調査を実施したところ，

電子ジャーナル契約のための維持基盤誌についても購読打ち切りが多く発生し
た。このことから，今後の研究教育のための資料整備の在り方について，研究教
育上の必要性，財政上の問題等を含めた検討が必要となり，平成１８年度以降の
課題とした。

「 」 ， 。【３３】 【３３】 現代ＧＰ 知的財産関連教育の推進 の採択を受け 後期より事業を開始した
知的財産の創出，取得，管理 知的財産担当学長補佐のもとで，本学の知 また，知的財産教育企画委員会を設置し，今後の方策を検討した。さらに，知財
及び活用に関する具体的な方策 的財産教育の推進方策並びに知財ポリシーを ポリシーを策定し，普及に努めた。

策定し，普及に努める。
知的財産たり得る学内の技術
シーズ等を発掘整理し，学内外
に発信して活用を図る。知的財
産取得へのインセンティブを導
入し，知的財産ポリシーを策定
するとともに関係規程を整備す
る。

【３４】 【３４－１】 平成１６年度に策定した評価システムに基づき実施した自己点検・評価を通
研究活動の評価及び評価結果 研究活動に関する評価の項目，観点，指標 じ，適切な教育活動のための研究活動の評価の在り方並びに評価の項目，観点，
を質の向上につなげるための具 等の整備を進める。 指標等について，評価・情報室において検討中である。
体的方策

【３４－２】 大阪教育大学外部評価規程を新たに制定し，他大学の教員３名及び大阪府・大
研究活動の評価システムを開 平成１６年度の自己点検・評価の結果につ 阪市の教育委員会２名の外部委員からなる外部評価委員会を設置し，自己点検・

， ，発する。研究活動に関する自己 いて外部評価を実施する。 評価の教育に関わる研究活動について 外部評価を１月から２月にかけて実施し
点検・評価を厳正に行うととも 報告書を学内外に公表した。
に，外部評価を実施する。教育
委員会，学校関係者，企業関係 【３４－３】 平成１７年１１月に「リーダー層教員の力量形成ー量的確保と質的向上」をテ
者等による研究フォーラムを開 教育委員会，大学関係者，学校関係者を対 ーマとした第５回スクールリーダー・フォーラムを本学・大阪府教育委員会合同
催し，研究の水準・成果の検証 象とした「大阪教育大学フォーラム」を開催 で開催し，教育委員会，学校関係者，本学教員の参加の下，リーダー層教員の力
の機会を設ける。これらの結果 する。 量形成の課題と条件づくりを明らかにした。
をもとに，学内の評価・改善組
織において必要な改善に取り組 【３４－４】 自己点検・評価の結果を基に，各部局において改善事項の整理・検討を行い，
む。 平成１６年度の自己点検・評価の結果を基 教員に対する鋭敏な学校現場感覚が求められることへの対応として，教育委員会

に，各部局において改善に取り組む。 との連携研究「自閉症等のある児童・生徒への指導や支援の在り方に関する実践
的研究」や高大連携事業などの教育現場との連携事業・連携研究に積極的に取り
組んだ。

【３５】 【３５】 国内外の危機管理の取組みとして，中国の日本人学校における学校危機管理の
全国共同研究に関する具体的 学校危機メンタルサポートセンターにおい 実情調査を実施し，学校安全に関するセミナー，フォーラムを開催し，現職教員
方策 て，学校安全や学校災害とその影響等に関す を対象とする研修会を開催した。また，登下校安全プロジェクト，学校危機介入

る共同研究の推進に取り組む。 プロジェクト，ＰＴＳＤ治療研究プロジェクトを設置し，共同研究の推進に取り
全国共同利用施設「学校危機 組んだ。
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」 ，メンタルサポートセンター で
学校災害を蒙った児童生徒の心
のケアや学校の安全管理や危機
管理に関する共同研究を進め，
その成果を全国に発信するとと
もに，学校安全や危機管理につ
いて高い素養を備えた教員の育
成に活用する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

多様な学校教育の課題と教育界のニーズに応えるため，教育委員会や地域の学中
校と連携・協力して各種の共同事業や支援事業を推進する。また，専門分野の多期
様性を活かした産学官の連携活動を拡大する。海外の大学との交流協定の締結を目
さらに拡大し，学生や研究者の交流を促進する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【３６】 【３６－１】 昨年度創刊した一般市民向け広報誌「天遊」の掲載内容について，各種の大学
地域社会等との連携・協力， 一般市民向け広報誌を充実し，引き続き地 情報に加え，より教育研究活動を紹介できるよう見直しを行った。１０月に第４
社会サービス等に係る具体的方 域に向けて教育研究活動を紹介する。 号を，３月に第５号を発行し，周辺地域の地方自治体，大阪府・大阪市の教育委
策 員会，近隣の高等学校等へ配付し，大学ホームページにも掲載した。今後も定期

発行することとしている。
地域連携を推進する組織を設

， ，け地域連携コーディネーターを 【３６－２】 地元自治体 法人等からの審議会・審査会・協議会等の各種委員の要請に応じ
配置して，地域との連携・協力 地元自治体等からの専門家，有識者，講師 延べ８０６人の教員を派遣した。また，生涯学習教育研究センターでは，柏原市
や各種のサービス活動を促進す 派遣要請に対応する。 ・八尾市の市民講座に講師を派遣し，かつ阿倍野市民学習センターと新たに連携
る。大阪府・大阪市教育委員会 し，講座開講や講師派遣を実施した。この他，府下のいくつかの市町からの要請
や地元柏原市との連携協定に基 により生涯学習関係の審議会委員の派遣，さらには研究活動にも協力を行った。
づいて，本学の特性を活かした
各種の共同事業や協力事業を推 【３６－３】 大阪府・大阪市の両教育委員会と連携した現職教職員対象の研修講座（一般研
進する。地域の児童生徒，学校 現職教員対象の教育委員会等連携講座を実 修講座：従来タイプの講座，１０年次研修講座：本年度から開講）を実施した。
教員，一般市民等を対象とする 施する。 一般研修講座（２７講座）には９００名（府：４８５名，市：４１５名 ，また）
公開講座を実施する。教育委員 １０年次研修講座（３４講座・３７教室開講）には１，９３８名（府：１，００
会の資格認定講習や現職教員研 ６名，市：９３２名）の応募があった。
修，地元自治体の市民講座等に
も積極的に協力する。各種審議 【３６－４】 柏原市との連携協定に基づき，柏原市が実施している行事に引き続き参加する
会等に専門家・有識者として協 柏原市が実施する生涯学習まちづくり事業 とともに，柏原市の新しい行事（商店街サマーフェスティバル等）にも積極的に

。 ， 。力する。学校ボランティアや学 に協力する。 参加・協力した また 柏原市との連携内容を掲載したホームページを開設した
校サポーターなど，学生の学校
支援活動を促進する。地域連携 【３６－５】 公開講座（有料）としては学校教員向け１３講座，一般市民向け２７講座（パ
や社会サービスについて，地域 公開講座（有料）と地域開放講座（無料） ソコン講座・語学講座・実技講座・教養講座）を企画し，６６０名が受講した。
住民等を対象とするステークホ を適宜開設し，ニーズ調査の結果を踏まえ充 また，地域開放事業講座（無料，９講座）と天王寺区役所や阿倍野市民学習セン
ルダー調査を実施し，達成状況 実する。 ター等との連携講座（各２講座）を実施した。
の定量的な把握に努める。

【３６－６】 「大阪教育大学における授業公開に関する要項」を新たに制定し，正規授業の
正規授業の市民への開放の具体的方策をま 解放にあたっての授業科目の選定，受講制限，単位認定などについて定めた。一
とめる。 般市民向けには第二部において４講座，教員向けには夜間大学院実践学校教育専

攻において前・後期１講座ずつ，高大連携による授業公開講座では，３７科目の
授業開放を行った。

【３７】 【３７】 教育実践総合センターと生涯学習教育センターを統合し，教職教育研究開発セ
産学官連携の推進に関する具 「地域連携教育開発センター」設置案をま ンターを平成１８年４月から設置することとした。新しいセンターには 「人権，
体的方策 とめる。 教育部門 「教育臨床部門 「教育実習部門 「地域連携部門 「生涯学習支援部」 」 」 」

」 ， ，門 の５つの部門を設置し 従来の両センターが持つ機能の融合を図るとともに
産学官の連携活動を促進する 学校と教育委員会との連携のほか産学官の連携強化を図ることとしている。
ため，地域連携を推進する組織 また，柏原市との連携事業や大阪府の環境教育の協力事業を行ったほか，産学
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を設け地域連携コーディネータ 間連携の拡大を図るため，新しく企業向けのホームページを立ち上げた。
ーを配置する。地元自治体の産
業活性化事業や商工会の創業セ
ミナー等への協力など，これま
での実績を踏まえつつ連携事業
の拡大を図る。受託研究や共同
研究の受け入れや受託研究員の
受け入れの拡大を図る。

【３８】 【３８】 「大学コンソーシアム大阪」の理事大学として，他大学との単位互換，学校イ
地域の公私立大学等との連携 「大学コンソーシアム大阪」の理事大学と ンターンシップ導入マニュアル作成等の事業実施に向け各種事業専門部会に積極
・支援に関する具体的方策 して各種事業への参画を進める。 的に参画し，大学コンソーシアム大阪に加盟する大学間で単位相互包括協定を締

結した。また，学長が同コンソーシアムの大学・高校間交流専門部会の部会長と
地元大阪府の国公私立大学で して，昨年度の大学と高校及び教育委員会との意見等を踏まえ，大学フェア，高
構成する「大学コンソーシアム 大連携・交流フォーラム実施のため，実行委員会を積極的に主宰し「高大連携・
大阪」の各種連携事業に，教員 交流フォーラム」を１０月に開催した。
養成系大学の特色を活かして参
画していく。

【３９】 【３９－１】 ７月２０日にソウル教育大学校（韓国）と交流協定を締結，１１月１１日にロ
留学生交流その他諸外国の大 準備の整いつつある外国の大学との交流協 ンドン大学ＩｏＥ（英国）と覚書を締結，１２月１３日に河北師範大学（中国）
学等との教育研究上の交流に関 定の締結を進める。 と交流協定を締結した。
する具体的方策

【３９－２】 ６月１３日から６月２５日まで２学間交流協定を締結しているＵＮＣＷの訪問
海外の大学との交流協定の締 ノースカロライナ州の３大学との交流拡大 団が来日，本学附属学校を含む近隣の学校訪問を行った。また，９月１７日から
結をさらに拡大する。学生の派 に向けて活動し コンソーシアムを設立する ９月３０日まで留学生センター長らがノースカロライナ州の３大学（ＥＣＵ，Ｕ， 。
遣・受け入れとともに，研究者 ＮＣＷ，ＷＣＵ）を訪問し，コンソーシアム設立について協議を行い，帰国後，
の派遣・受け入れも拡大する。 日本側３大学（大阪教育大学，鳴門教育大学，広島大学）ともコンソーシアム設
海外の教員養成機関との交流を 立について合意し，協定書の調印については平成１８年７月にノースカロライナ
拡大し，国際コンソーシアムの において行うこととした。
結成を図る。留学生センターに
協力教官を配置し，助言指導体 【３９－３】 平成１７年度から日本語・日本文化研修留学生，短期交換留学生のための新し
制を充実する。留学生のための 留学生のためのカリキュラム見直しを行 いカリキュラムを実施した。新設科目のうち 「日本の社会と文化」については，
日本語教育を充実するとともに い，日本語及び外国語による新しい授業の実 授業の一部を英語で行っている。また，平成１８年度に実施する英語による留学
外国語による授業を拡大する。 施に向けた準備を整える。 生のための特別授業の準備を３月に整えた。
留学生と日本人学生との交流の
機会を拡大する。 【３９－４】 ９月に開催した国際交流団体との連絡会議で，インターナショナルデー（柏原

インターナショナルデー実施等について検 市内在住の外国籍の住民や市民と本学の留学生とのふれあいを実現させることを
討し，具体策をまとめる。 目的とした行事）の実施計画に向けて柏原市に支援要請を行った。また，２月に

は実施について柏原市等と協議を行い，日程等（平成１８年１１月実施）の具体
策をまとめた。

【４０】 【４０】 教員データベースを基に国際貢献可能分野に関するデータベースの充実を図る
教育研究活動に関連した国際 国際貢献可能分野に関するデータベースの とともに，国際協力機構のコンサルタント登録を行い，国際貢献事業の受託に向
貢献に関する具体的方策 作成を進める。 けた準備を行った。

また，国際貢献可能な技術協力案件の検討を行い，アフガニスタンにおける学
独立行政法人国際協力機構等 校保健，特殊教育及び教育協力の各分野において，協力の可能性について積極的
による技術協力，専門家派遣， にアピールしている。
集団研修等，開発途上国を対象
にした教育分野の人づくりのた
めの支援事業に貢献していく。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属学校に関する目標

安全で安心して学べる学校環境のもとで，子どもの個性を尊重し，心身の成長
を支え，自立を目指した豊かな人間教育を推進する。体験活動を重視し，心の豊中
かさや倫理性，生きる力の育成を目指した教育に取り組む。大学との連携・協力期
のもとに，新しい教育実践に取り組み，我が国の学校教育の充実と発展に寄与す目
る先進的な教育方法や教育内容を開発していく。学校の運営に当たっては，大学標
の責任を明確にするとともに，校長・副校長のリーダーシップのもと，自律的で
効果的な学校運営を推進していく。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【４１】 【４１－１】 平成１７年８月に附属学校園との合同会議を開催し，４年間積み上げ方式によ
大学・学部との連携・協力の ４年間の体系的な教育実習の実施に向け， る体系的教育実習について意見交換を行い，平成１８年４月から協力して実施す
強化に関する具体的方策 大学と附属学校園との合同会議を設置する。 ることとした。

大学が目指す質の高い教員養 【４１－２】 大学と附属学校との合同会議の開催及び附属学校における各教科別の研究会等
成や４年間の体系的な教育実習 附属学校と大学教員とのパートナー関係を への大学教員の参画についての具体案を検討した結果，次のような取組みを行う
のため，教育実習プログラムを 構築する。 こととした。
新たに開発し実施する。大学と 附属学校とセンターを含めた各部局との組織的な連携構築に向け，協議や意見
連携して，附属学校の教育実習 交換を実施していくこととし，３月には学校保健に関する研究情報及び学校現場
の指導体制を充実する。大学と の状況などについて，附属学校の各養護教諭と保健センターとの間で情報交換を
の共同研究を活性化するため， 実施した。また，研究会等への大学教員の参画が円滑に行えるようシステム化し
各附属学校と大学教員との間で た。
パートナー制を導入する。附属
学校教員の大学教育への参画を 【４１－３】 附属学校における研究会等での大学教員からの円滑な指導・助言体制の強化を
拡大するとともに，大学教員の 附属学校教員の大学教育への参画や大学教 図るため，附属学校と各部局間の連携についてのフローチャートを作成し，各部
附属学校での実践研究の機会を 員の附属学校園での実践研究の機会拡大の具 局に示した。また，附属学校教員の大学教育への参画を促進するため，附属学校
拡大する。 体的方策についての方針を示す。 教員も含め，実践的指導力を有した学校教員を大学教員として積極的に登用する

ことを方針とし，附属学校教員を非常勤講師や実地指導講師とする大学の授業を
１２３件実施した。

【４２】 【４２－１】 附属高等学校における校長，校舎主任，副校長の任務分担の整理を行い，責任
学校運営の改善に関する具体 校長及び副校長の職務分担を見直すととも の明確化を図った。さらに，これをもとに正副校園長会議において附属高等学校

， ，的方策 に，校務分掌を見直し学校運営の効率化を進 以外の校長・副校長の職務分担を整理し 附属学校園の共通認識を図るとともに
める。 校務分掌を見直し学校運営の効率化を進めた。

附属学校を大学附属とし，附
属学校部長を置いて附属学校の 【４２－２】 各校園において点検し，改善が必要と判断した箇所については，改善可能な箇
管理運営における大学の責任を 教育活動 学校運営 学校施設等について 所から鋭意取り組んだ。， ， ，
明確にするとともに，責任を果 自己点検・評価を行い，必要な改善に取り組 また，学校評議員との会合において，学校活動への理解を深めるとともに，日
たし得る体制を整える。学校の む。 曜日等地域と連携した活動実施に関し積極的な連携協力を行うなどの学校改善を
管理責任者としての校長の役割 図った。
を明確にし，校長が学校に常駐
できる体制を整える。校長及び 【４２－３】 大阪府安全なまちづくり推進会議への加盟・活動参加，附属平野５校園による
副校長の職務分担を見直すとと 地域と連携した取組みを推進する。 「自転車安全指導キャンペーン」への参加，通学路や近隣公園の環境美化活動，
もに，校務分掌を見直し学校運 スポーツ大会などへの施設開放等，地域と連携した取組みを実施した。また，正

， ，営の効率化を進める。学校評議 副校園長会議において 地域との人的連携・物理的連携の取り組み事例をまとめ
員制度を学校の改善に活かすと 地域との連携活動推進に向けて取り組みをさらに進めていくことの確認を行っ
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もに，学校に関する情報を広く た。その他，学校における諸活動情報をホームページ，学校新聞，学級通信等に
保護者や地域に提供する。教育 より，保護者，地域の人々へ提供し，学校活動への理解を図った。
活動，学校運営，学校施設等に
ついて自己点検・評価を行い，
必要な改善に取り組む。

【４３】 【４３】 入試制度検討ワーキング答申を受け，平成１８年度入試については，中学校に
附属学校の目標を達成するた 入学案内の周知方法や募集期間等について おける抽選の廃止，連絡入試以外の入試（一般枠）を選択した附属学校児童・生
めの入学者選抜の改善に関する ガイドラインを作成するとともに，連絡進学 徒に対する他校受験等，当面のガイドラインを整理し，一定の見直しを行った。
具体的方策 の在り方について整理し，平成１８年度入試

から実施する。
地域の公立学校や私立学校の
役割も考慮しながら，附属学校
の理念と目標を明確にし，これ
に基づく入学者受入方針を広く
周知する。入学者選抜方法をさ
らに工夫し，連絡進学の基準等

。についても必要な検討を加える

【４４】 【４４－１】 教育委員会の担当者と附属学校長，附属学校部長との事前協議や意見交換など
公立学校との人事交流に対応 引き続き着実な人事交流を進めるため，教 を通じて，本学の意向や教育委員会の考え方の整理を行うなど，人事交流に向け

。 ， ， ，した体系的な教職員研修に関す 育委員会との緊密な連携を図る。 て緊密な連携を図った また 公立学校の人事交流希望者には 本学の給与体系
る具体的方策 勤務時間等についての説明会を開催するなど着実な人事交流を進めた。

人事の停滞を避け，力量ある 【４４－２】 教育委員会の担当者と当該附属学校長等との事前協議を実施し，附属学校側の
教員を確保するため，公立学校 交流促進方策について 具体的に作成する 意向を伝えるとともに教育委員会の考え方を聞く機会を設けており，その中で，， 。
との人事交流を進める。附属学 大学ホームページに附属学校園への人事交流を実施している旨の広報や教頭の管
校間の交流人事も促進する。交 理職選考における一次選考免除等を行うこと等について確認した。
流人事を円滑に進めるため，公 また，交流期間中における教育力，研究力向上のため，大学を活用した教員研
立学校教員の採用条件との格差 修制度としての内地研修派遣枠の拡大を図った。
解消の諸方策を講じる。大学及
び教育委員会と連携して，１０ 【４４－３】 附属学校園相互間における人事交流の申し合わせを策定し，平成１８年度から
年経験者研修など，体系的な教 附属学校間交流の在り方について検討す 実施することとした。
職員研修プログラムを企画・実 る。
施する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

また，大学と附属学校における教育面での連携を第１のテーマとし，教員養成課程１ 評価結果を受けての改善
平成１６事業年度に係る業務の実績に対する国立大学法人評価委員会の評価結果を役 と附属学校にあっては４年間積み上げによる体系的教育実習における連携，教養学科
員会・教育研究評議会・経営協議会において確認するとともに，部局長連絡会議・各部 と附属高等学校にあっては高等学校教員養成のための連携を，それぞれの中心テーマ
局運営委員会等を通じて，学内構成員に広く周知を図った。また，具体的指摘事項につ とし，双方の教育・研究活動にも踏み込んだ具体的な検討を進めている。
いての対応方法を理事が主宰する運営機構室を中心に検討を行い，改善に向けて進捗を ③については，学生が附属学校をフィールドとして研究活動を行ったり，学生の教
図るよう指示した。その結果，平成１６事業年度の業務実績のうち，大学の教育研究等 育指導能力向上のため，教育実習とは別に，授業の一環として児童・生徒と触れ合う
の質の向上に関する事項について，次のように対応し，活動を継続している。 機会を持つことを個々のカリキュラムの中で実施してきたが，附属学校による大学の
（１）教員養成の専門大学として現場と関わる教育法を試みている点は評価できる。現 活用及び学生の教育指導能力向上という立場での組織的体制の構築が必要であること
代の教育ニーズに応える教育内容の確立が期待される。 からの提案である。既に，学校ボランティアについては，教育委員会等連携担当学長
教員養成教育の基礎をなす教養教育については，６つの教養コアによるカリキュラ 補佐を中心に，教育委員会との連携協定に基づき，大阪府下の学校の要請に応じて，
ム改正を行うとともに，ＩＴ・語学・体育の教育内容を強化すべく，共通科目のカリ 学生を派遣する学校サポート活動を組織的に行っており，附属学校を活動対象に含め
キュラムの見直しを図った。 る体制はできている。実施に向け学校ボランティアの単位化等の検討をすることとし
教員養成教育については，実践的指導力向上のため，特に，学級経営や生徒指導の ている。
能力向上のため，教育現場や現職教員等を活用したカリキュラムを充実させるととも ④については，学校の安全と危機管理の強化の一環として，学校危機メンタルサポ
に，体系的な４年間積み上げ方式による教育実習の試行的実施を踏まえ，平成１８年 ートセンター，保健センターの専任教員，各附属学校園の養護教諭等が共同して，附
度から本格的に導入することとした。さらに，教養学科が蓄積してきた学問分野の専 属学校園の児童・生徒のメンタルケアを十全に果たすための体制を構築し，関係者に
門的・学際的教育を教員養成課程の学生にも提供することにより，高い教科指導能力 よる第１回会合を平成１８年３月に開催した。今後，具体的なテーマの下で，情報交
を付与すること並びに，教養学科学生のうち教職を目指す者に対する教員養成教育の 換，課題改善に向けて会議を定例化し，継続的な検討を行うこととしている。
充実を目的として，教育課程の更なる相互補完を図ることとした。

２ 教育の内容・方法等の改善また，教職大学院の設置を視野に入れた取組みとして，平成１７年度大学・大学院
における教員養成推進プログラムにおいて 「大学院における採用前プログラムの開 平成１７年度に中期目標前文を大学の基本理念とするアドミッションポリシーの見直，
発」の採択を得て，教育委員会やロンドン大学教育研究所等との連携により，多様な しを行い，公表した。これにより，
取組みを行っている。そして，これらの活動の展開の１つとして，平成１９年度から （１）実践的な教職能力を養う優れた教員養成教育を推進し，豊かな教職能力を持っ
夜間大学院実践学校教育専攻に教職ファシリテーターコース，授業実践者コース，ス て教育現場を担える学校教員の育成
クールリーダーコースの設置を予定し，学生選抜方法，教育課程編成等について準備 （２）学術と芸術の多様な専門分野で総合性の高い教育を推進し，高い専門的素養と
を進めている。 幅広い教養をもって様々な職業分野を担える人材の育成
さらに，多種多様な現代的教育課題に対応した研究活動も積極的に展開しており， を大学のミッションとして明確に位置づけた。特に，教員養成教育にあっては，
科学研究費の平成１８年度採択分として学校教育を中心とする数々の研究テーマで高 ①豊かな教養と人格 ②幅広い実践的な能力 ③学校安全・危機対応の知識や能力
い採択率（全国公私立大学中２３位）を得ることができ，その成果を教育内容に還元 を付与することを宣言し，これらを実現するため，
していくことにより多様な教育ニーズに具体的に対応していくこととしている。 ①に関しては，６つの教養コア・ＩＴ活用能力・語学力・生涯を通じたスポーツ実践
（２）大学と附属学校園との連携を強化するため，正副校園長会議の下にワーキンググ 力を培う教養教育カリキュラムの導入。
ループを設置して検討し，大学教員と附属学校園教員との共同授業等を提案している ②に関しては，４年間積み上げ方式による体系的教育実習の導入・学校サポート活動
が，一層の連携協力が期待される。 の充実。さらには，センター統合による教職教育研究開発センターの
教育研究活動における大学と附属学校の連携に関しては，附属学校教員による大学 新設，同センターへの学校教員経験者の登用，キャリアサポートデス
の授業担当について平成１６年度１２２件，平成１７年度１２３件とほぼ横ばいであ クの新設と同センターへの元教育長の登用。
るが，大学教員による附属学校への教育研究指導が平成１６年度３１件，平成１７年 ③に関しては 「学校と安全」の科目開設，本学教職員による教員免許取得希望者全員，

， ，度８３件と大幅に増加した。これらの活動は，教員個々あるいは学校と講座といった を対象とする普通救命講習の継続実施のほか 学校安全担当学長補佐
個別的な関係で行われているのが大半であるため，これらの活動を大学全体としての 学校危機メンタルサポートセンター，学校安全プロジェクトを中心と
組織的活動に位置づけるため，ワーキンググループでの検討を踏まえ，正副校園長会 する学校安全教育カリキュラムや正規教育以外での教育についての検
議が，附属学校全体の意見をとりまとめ，次の４点に関する提言を行った。 討。
①大学教員の附属学校での授業及び大学と附属学校の教員による共同授業の推進 などを行っている。
②大学と附属学校園との共同研究を推進するための組織づくり また，教育の内容・方法等の質の向上を図るため，詳細な成績評価方法のシラバスへ
③学部生・大学院生のボランティアによる附属学校支援制度の創設 の明示とシラバス作成率の大幅向上を図るとともに，学生による授業評価実施率も大幅
④児童・生徒の心のケアを行うための組織づくり に向上させた。さらに，教育を中心とする活動に関する自己点検・評価並びに外部評価
①及び②については，従来の活動をより一層，組織的に行うことにより，効率的な を実施・公表し，また，ステークホルダー調査による関係者のニーズ把握に努めた。こ
連携を進めるとともに，活動成果の共有による教育研究の内容・方法等の全学的検証 れらの活動を通じて，大学教育における優れた点及び改善を要する点を明確化して，構
を行うことを目的として，附属学校側及び大学側の連携教育・連携研究のニーズを組 成員の共通認識を図り，改善に役立てるとともに，点検・評価方法の更なる見直しを進
織的に把握し，連携の具体化につなげるシステムとして検討している。 めている。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

学長のリーダーシップのもとで自律性の高い大学経営と学内運営を実現するた
め，理事の職務分担を明確にし，機能的で効率性の高い運営組織を整備する。教中
学運営を円滑に推進するため，教育研究評議会と教授会の機能と役割分担を明確期
にする。目
大学の中長期の経営戦略に基づき，実績と評価を踏まえつつ戦略性をもって教標
職員，予算，施設等の学内資源の配置・配分を実施する。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【４５】 【４５】 昨年９月に学長方針として示した「大阪教育大学が歩むべき今後の基本
全学的な経営戦略の確立に 中期目標，中期計画を達成するため， Ⅲ 的方向」に基づき検討を行った，大学ビジョンの再構築，組織の見直し，
関する具体的方策 役員会のもとで中長期の経営戦略の立案 予算見通し，教員配置見通し，附属学校園の今後等について，役員会のも

を進める。 とでさらに検討を進めた。
戦略的な大学経営を実現す 教育研究組織の見直しについては 「本学の基本的使命は，教育の未来を，
るため，役員会のもとで中長 先導し，社会の期待に応える教員を育成することにある 」との本学経営の。
期の経営戦略を立案する。役 基本方針のもと，学部，大学院，カリキュラム，講座，教員配置，センタ
員会は，経営協議会及び教育 ーについて，役員会のもとで見直し等の方向性を定め，立案を進めた。
研究評議会の意見を汲み取り また，予算見通しと教職員配置については，平成１９年度の重点的な資
ながら，包括的で一貫性のあ 源投入に向けての中期目標期間中の人件費，運営費及び翌年度積立金につ
る附属学校を含む大学経営の いてのシミュレーションを行い，１１月の全学説明会において，構成員に
基本戦略を練り上げ，構成員 説明を行った。
に提示し理解を求める。役員 また，附属学校園については，外部有識者からなる附属学校園の在り方
会は，経営戦略に基づき機動 に関する検討委員会を平成１７年６月に設置し，委員会からの答申（平成
的な大学経営及び附属学校経 １７年１２月）を受け附属学校園再編計画検討委員会を設置し，附属学校
営を推進する。 園の再編計画について立案を進めているところである。

【４６】 【４６】 入学試験，教育実践，学生支援，就職支援の各実施委員会担当学長補佐
運営組織の効果的・機動的 設置した学長補佐と関連の運営機構室 Ⅲ 及び教務担当，学校安全担当学長補佐を教育研究推進室の室員に，施設マ
な運営に関する具体的方策 とのより一層の連携に努める。 ネジメント担当学長補佐を施設整備管理室の室員に，また，評価・情報担

当学長補佐を評価・情報室の室員に指名職員として参画させ，各学長補佐
大学運営に当たって学長及 が担当する企画・立案・実施等の業務と運営機構室の機能との連携を図っ
び理事を補佐する学長補佐を た。
置く。理事及び学長補佐の職
務分担に応じて，理事及び学
長補佐のもとに，教員及び事
務職員で構成する立案・執行
組織を編成し，大学運営に関
わる全学的事項を機能的に処
理する。学部・大学院に固有
の教学関係事項を処理するた
め，部局（教員養成課程，教
養学科，第二部）に教授会を
置く。

【４７】 【４７】 本学の教職員としての自覚と意識の確立を図るため，引き続き，新規に
教員・事務職員等による一 引き続き，教員と事務職員の合同研修 Ⅲ 採用した教員，事務職員合同の研修会を５月２０日に実施した。また，教
体的な運営に関する具体的方 会を実施する。 員・事務職員の一体的な運営を図るため，１２月１４日に大学評価・学位

大阪教育大学
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策 授与機構評価研究部長を招いて「大学認証評価」について，２月１５日に
福井大学教育地域科学部教授を招いて「教員養成改革」についての教職員

事務職員の職能性を高め， セミナーを実施した。
教員と事務職員で構成する委
員会やプロジェクトを拡大す
る。教員と事務職員の合同研
修会の機会を確保する。

【４８】 【４８】 教員研究費の配分については，積算方法の見直しにより配分単価格差の
全学的視点からの戦略的な 大学の経営戦略に基づき戦略的な予算 Ⅲ 是正を行い統一化を図り，戦略的な予算配分枠として，学長裁量経費（教
学内資源配分に関する具体的 配分枠を確保する。また，評価に基づく 員教育推進経費，外部資金導入促進経費，教育研究プロジェクト経費，評
方策 資源配分のルールの策定を進める。 価に基づく配分経費，学校安全対策経費，裁量経費）及び戦略的重点経費

（特別運営経費，営繕経費，年度計画経費）の増額を行った。
大学の経営戦略に基づいて また，評価に基づく資源配分としては，法人事業への貢献に対する配分，
強化・充実すべき分野や組織 として，公開講座等の実施に対する経費や，上記教員研究費配分単価の統，
事業や企画に学内資源の配分 一を図ったことによる教育研究の質の低下を招かないよう，かつ，より評
を促進する。評価に基づく資 価を重視した経費として教員教育推進経費の予算枠を確保し，それぞれの
源配分のルールを開発する。 配分方針を策定した上で実施したところである。引き続き，資源配分のル
事務組織や施設・設備への資 ール策定に向け取り組むこととしている。
源配分は，大学の経営戦略に
基づき配分する。

【４９】
学外の有識者・専門家の登 １６年度に実施済みのため，１７年度
用に関する具体的方策 は年度計画なし。

学外からの理事には，学識
とともに高い見識があり，広
い視野から大学経営に貢献で
きる人材を登用する。経営協
議会の学外委員には，学識経
験者のみならず，広い分野に
有識者を求め，高い見識と熱
意をもって大学経営に関与し
得る人材を登用する。

【５０】 【５０】 内部監査体制をより効率的に機能させるため，業務担当監事と会計担当
内部監査機能の充実に関す 内部監査体制をより効率的に機能させ Ⅲ 監事の意見交換の場を機会を捉えて実施し，連携強化を図った。また，監
る具体的方策 るため，業務監査と会計監査の連携を強 査業務補助担当者間においても，随時連絡・調整を行った。

化する。 業務監査に関しては，監事が役員会，経営協議会，教育研究評議会及び
監事と連携しつつ，国立大 部局長連絡会議等に出席し，大学運営の状況を把握するとともに，７月か
学法人の適切な業務の執行を ら９月にかけ教員に対するヒアリングを行った。さらに，３月には運営機
図るため，内部監査体制を確 構室の各担当理事，部局長及び事務局の部課長に対してヒアリングを実施
立する。 し，①中期計画・年度計画の進捗状況②大学評価，大学評価基準への対応

③問題提起項目への対応状況について臨時の業務監査を実施した。
また，会計監査に関しては，内部監査については年２回実施したほか，
定期的に監事監査が行われ 「附属学校園の預り金の事務処理の手引き」の，
作成や効果的な競争入札の実施など指摘等された内容については，逐次改

， 。善を図ったところであり 平成１８年１月に会計内部監査基準を制定した

【５１】 【５１－１】 「社団法人国立大学協会」の教職員研修事業，総合損害保険事業，総会
国立大学間の自主的な連携 引き続き「社団法人 国立大学協会」に Ⅲ 等の会議に参加し，他の国立大学と連携・協力を行った。
・協力体制に関する具体的方 加盟し，他の国立大学との連携・協力に このほか「日本教育大学協会」に加盟し，近畿地区会評議員会，研究集
策 取り組む。 会，新課程連絡協議会，教育実習研究部門総会・研究評議会等，各種会合

に参加し 他の国立大学と連携・協力を行っている 研究集会の分科会 現， 。 「

大阪教育大学
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大阪教育大学

国立大学の新たな連合組織 代的な教育課題に対応した教員養成の在り方」並びに全国教育実習部門研
に加盟し，他の国立大学との 究協議会では，本学教員が研究発表を行った。
連携・協力に取り組む また また，本学教員が，日本教育大学協会の「諸外国の教員養成制度等に関。 ，
近畿の教育系４大学間で継続 する研究プロジェクト」の委員長として 『 世界の教員養成」Ⅰアジア編，「
的な連携・協力体制を維持・ Ⅱ欧米オセアニア編』の刊行に携わった。
強化していく。

【５１－２】 ４大学間で，ｅラーニングによる授業開講の早期実施に向け，４教育大
引き続き近畿の教育系４大学（大阪教 Ⅲ 学連携に関する検討会ｅラーニング専門部会に積極的に参画し，テレビ会
育大学，京都教育大学，奈良教育大学， 議システムを使用した「情報科教育法 「日本語教育 「学校安全」の３つ」 」
兵庫教育大学）間で継続的な連携，協力 の授業を試行的に実施した。
体制の維持・強化に努める。

ウェイト小計
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大阪教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

教員養成系大学として大学の一層の個性化を図り，教育研究の特色を高める観
点から，教育研究組織の見直しを図る。見直しに当たっては，現状分析と社会に中
おける評価を踏まえ，大学の基本的な理念・目標を最も効果的に達成できる組織期
の在り方を追求する。組織の見直しによって，限りある人的資源を最大限に活し目
ながら，社会の変化や新しい時代のニーズに積極的に応えていくことを目指す。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【５２】 【５２】 教員養成の規制緩和と自由化等に係る現状分析を行い，大学院の見直し
教育研究組織の編成・見直 教育研究についての現状分析をもとに Ⅳ について教育研究評議会及び経営協議会における審議を経て，役員会で決，
しのシステムに関する具体的 役員会において，学術動向や社会的要請 定した。

，「 （ ） 」方策 を考慮しながら教育研究組織の見直し案 なお 教育研究組織 学部・講座・センター 見直しの基本的な考え方
の検討をさらに進める。 及び「学部・講座・センターのリフォームプラン（学長提示案 」を部局長）

教育研究についての現状分 に提示し，学部，講座の見直しについては平成２０年度を目指し現在検討
析や自己点検・評価の結果を 中である。

， ， ，もとに，大学の目標・計画の また センターの見直しにあっては センターでの検討結果を踏まえて
立案組織において，学術動向 教育実践総合センターと生涯学習教育研究センターを発展的に統合し，新
や社会的要請を考慮しながら たに教職教育研究開発センターを平成１８年４月に整備することを役員会
見直し素案をまとめる。これ において決定した。
をもとに，役員会が経営戦略
に基づく学内資源の配分や重
点強化の視点を加味しながら

。 ，見直し案を作成する これを
教育研究評議会と経営協議会
で審議のうえ，役員会で決定
し実施に移していく。

【５３】 【５３－１】 学部組織の見直しについては，豊かな人間力と教科指導力を重視した教
教育研究組織の見直しの方 社会の求める人材についての現状分析 Ⅲ 員養成を推進すること，教養学科にあっては，幅広い教養を基軸に開放制
向性 を行いつつ，学部については，今日的な の教員養成を推進することなどを盛り込んだ「教育研究組織（学部・講座

課題に対処できる専門性の高い教員養成 ・センター）見直しの基本的な考え方」及び「学部・講座・センターのリ
学校教育の今日的な課題に 教育と新しい時代が求める特色ある教養 フォームプラン（学長提示案 」を部局長に提示し，平成２０年度を目指し）
対応した専門性の高い教員養 教育を推進する視点から，大学院につい 現在検討中である。
成教育と新しい時代の特色あ ては，現職教員と社会人に対する教育の 大学院については，部局長協議会における検討内容を踏まえ，教育系専
る教養教育をより効果的に推 機能を充実・強化する視点から，教育研 攻の見直しでは，教職者としての高度な力量形成を目指した大学院教育を
進する視点から，学部教育組 究上の基本組織の見直しを進める。 目指すこと，６年一環の教員養成，現職教員の再教育，一般大卒者（教員
織の見直しを進める。大学院 免許状未取得者）の教職への道，の３つの目的に対応したカリキュラムや
が果たすべき人材育成，現職 履修方法を整備すること，教養系専攻の見直しでは，新たな社会的ニーズ
教育，社会人教育の機能を充 に応える高度職業人育成の観点から専攻等の見直しを進めること，一般大
実・強化する視点から，大学 卒者（教員免許状未取得者）の教職への道に対応したカリキュラムや履修

， 「 」院の組織の見直しを進める。 方法を整備すること などを盛り込んだ 教育研究組織の見直しについて
教育研究活動の活性化を図り を策定し，教育研究評議会及び経営協議会における審議を経て，大学院の
社会の変化や時代のニーズに 見直しを役員会で決定した。
機動的に対応していくため，
柔軟で流動性の高い教員組織 【５３－２】 センター見直しの検討を進め，地域の学校や教育委員会との緊密な連携
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に再編成する。教育系大学と センターについては，教育系大学とし Ⅳ 協力のもとに，今日の学校教育が抱える課題についての調査・研究・助言
しての大学機能の多角化，社 ての特色を生かした大学機能の多角化， ・指導，教員養成および現職教育のプログラム開発による教師教育のイノ
会貢献機能の充実，大学の個 社会貢献機能の充実，大学の個性化等の ベーション，学校教員の職能開発のための各種事業の企画・実施を一体的
性化等の視点から，教育研究 観点から 必要な組織の見直しを進める に担い得る，教職教育の総合的な研究開発センターとして，教育実践総合， 。
施設（センター等）の見直し センターと生涯学習教育研究センターを発展的に統合し，新たに教職教育
を進める。 研究開発センターを平成１８年４月に整備することとした。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

法人としての教職員人事の自立性と非公務員型の人事制度を活かし，適切な職中
種を設定し適材の確保を図る。また，変動する大学の教育，研究，社会貢献ニー期
ズに機動的に対応できる資質の高い多様な人材の確保を図る。人事の停滞や組織目
の硬直化を避けるため人事の流動性を確保する諸方策を導入するとともに，評価標
に基づく人事の活性化システムを導入する。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【５４】 【５４－１】 ファイリングシステムの基礎となる教員データベースの入力をほぼ完了
人事評価システムの整備・ 平成１６年度における検討結果を基に Ⅲ した。これにより教員の個人評価を実施する際の評価項目等に応じたデー，
活用に関する具体的方策 教員の教育活動，研究活動，社会貢献活 タが整備され，教員個々の活動状況の把握・分析が可能となった。

動等の評価のため，活動状況を把握・分
教員の教育活動 研究活動 析するためのファイリングシステムの整， ，
社会貢献活動等の評価のため 備を進める。，
活動状況を把握・分析するた

， ， ，めのファイリングシステムを 【５４－２】 個人評価システム検討プロジェクトを設置し 大学教員 附属学校教員
整備する。事務系職員につい 平成１６年度における検討結果を基に Ⅲ 事務系職員それぞれについて，評価方法，評価項目及び評価体制などにつ
ては自己点検・評価のシステ 自己点検・評価のシステムの整備を進め いて検討し 「個人評価の基本的考え方」を策定した。事務系職員にあって，
ムを整備する。評価結果は， る。 は，平成１７年度から実施した事務系職員の自己点検・評価（目標達成度

） ， ， ，適切な方法で給与等に反映さ 評価 について 実効性の観点からさらに検討を進め 目標達成度に加え
せる。 「行動 「能力」を評価対象とすることなどの改善を行い，平成１８年度」，

から実施することとした。

， ， ，【５４－３】 個人評価システム検討プロジェクトを設置し 大学教員 附属学校教員
評価結果を給与等への適切な反映方法 Ⅲ 事務系職員それぞれについて，評価方法，評価項目及び評価体制などにつ
の整備を進める。 いて検討し 「個人評価の基本的考え方」を策定した。給与等への反映方法，

についても同プロジェクトにおいて反映の時期，反映の範囲などを含め，
整備を進めることとしている。

【５５】 【５５－１】 個人評価システム検討プロジェクトを設置し，産学官連携や社会貢献活
柔軟で多様な人事制度の構 産学官連携や社会貢献に対する評価を Ⅲ 動に対する評価項目などを網羅した「教員の個人評価の基本的な考え方」
築に関する具体的方策 給与や研究費に反映するシステムを検討 を策定し，検討を進めた。また，評価に基づく資源配分として，公開講座

する。 等の実施状況に基づき研究費に反映させた。
， ，教員の職務について 教育

研究，管理運営，社会貢献等 【５５－２】 中期計画を踏まえた「教員人事の基本方針」に基づき，平成１８年度教
のうちから特定の活動に重点 平成１８年度教員配置計画に基づいて Ⅲ 員配置計画を示すとともに，学長のリーダーシップによる流動定員枠を確
化するなど，職務分担や職務 補充ポストを活用した教員の再配置に取 保し，重点的に強化する分野や学生の教育ニーズに対応するため，教育委
内容の明確化を図る。事務系 り組む。 員会との連携による教師教育の改革に関わる業務を担当する教員の採用計
専門職員の教育活動への参加 画を立案した。また，大学院研究科養護教育専攻の充実を図るため，学校
や教員の事務的職務への参加 安全を担当できる教員を含む採用計画を立案した。
を図る。産学官連携や地域貢
献を拡大するため，兼職・兼
業の範囲を拡大する。学校，
教育委員会，官公庁，民間企
業，海外研究機関等から，質

。の高い教員の採用を拡大する
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【５６】 【５６】 他大学の導入状況調査結果を基に，本学における任期制導入にふさわし
任期制・公募制の導入など 任期制の導入について検討する。 Ⅲ い教育研究組織としてセンターへの導入について検討を進めた。また，教
教員の流動性向上に関する具 員組織の硬直化を避け，職階別ポストの全学的運用を図るため，平成１６
体的方策 年１０月から学長のリーダーシップによる特別昇任制度を導入し，平成１

７年度は３名の特別昇任を実施した。
本学の教員として適格性の
高い多様な人材を確保するた
め，採用は公募を基本とし，
公募に当たっては教育委員会
や学校現場をはじめ，広く海
外にも人材を求める。教員組
織の硬直化を避けるため，任
期制の導入を含め，職階別ポ
ストの全学的運用の検討に取
り組む。人事の流動性を確保
するため早期退職制度を整備
する。

【５７】 【５７－１】 教員公募情報の海外発信について，外国語での公募要綱を作成し，イン
外国人・女性・障害者等の 教員の公募情報の海外発信の具体的方 Ⅲ ターネットや国際学会誌等を活用して広く周知することを留意事項として
教員採用の促進に関する具体 策について検討を進める。 盛り込んだ「公募要綱作成の際の留意事項」を策定した。
的方策

【５７－２】 教員公募にあたっては，国内のみならず広く海外からの応募や，選考の
外国籍の教員の採用を拡大 十分な公募期間の確保に努める。 Ⅲ 際面接や模擬授業を採り入れるなど適格性の高い多様な人材を確保する観
する。インターネットや国際 点から，公募期間を３ヶ月程度として実施している。さらなる徹底を図る
学会誌等を活用して教員の公 ため公募期間は原則として３ヶ月程度確保することを留意事項として盛り
募情報を海外にも発信する。 込んだ「公募要綱作成の際の留意事項」を策定した。
また，公募期間を十分に確保
し，海外での採用候補者への 【５７－３】 昨年度策定した「教員人事の基本方針」において示した女性教員の任用
インタビューなども可能な体 女性の採用や管理職への登用の促進に Ⅲ を積極的に進める方針を具現するため，教育研究上の高い能力を有する女
制を整える。女性教員の採用 ついて検討を進める。 性教員の採用を積極的に進めることを留意事項として盛り込んだ「公募要
を促進し，その比率をさらに 綱作成の際の留意事項」を策定した。また，管理職への登用については，
高めるとともに，管理職への 学長補佐２名，部局の副主事１名，附属学校長に１名を登用している。
登用を促進する。障害者の採
用を促進し，職場環境のバリ 【５７－４】 障害者（教員）の採用を促進するため，公募要綱作成の際に教育研究上
アーフリー化を進める。 障害者の採用促進について検討を進め Ⅲ の高い能力を有する障害者の採用を積極的に進めることを留意事項として

る。 盛り込んだ「公募要綱作成の際の留意事項」を策定した。また，障害者雇
用促進法を踏まえ検討した結果，雇用計画を立案し，平成１８年４月より
職員として２名採用することとした。

【５８】 【５８－１】 就職支援業務の充実を図るため，大学の教育課程や教育目標を十分理解
事務職員等の採用・養成・ 高い専門性を必要とする職員について Ⅳ し，学生に対し専門的・実務的な経験から的確に助言・指導を行える高い
人事交流に関する具体的方策 は，選考採用も実施する。 専門性を有する者として元教育委員会教育長をキャリアサポートデスク・

アドバイザーに選考により採用した。
国立大学の連合組織や地区
単位の大学間の連携のもと， 【５８－２】 国際化の進展に対応できる人材を養成するため，交流協定締結大学であ
共通採用試験によって事務職 研修費用を確保し，職務の専門性に応 Ⅲ るアメリカ合衆国ノースカロライナ大学へ８週間に渡って職員を派遣し，
員を採用するとともに，大学 じた研修を実施する。 語学研修を実施した。また，外国人講師による英会話研修を学内で週２時
間の人事交流システムを整備 間，計１２回実施し，１０名が参加した。その他，職務の情報化に対応す
する。専門性の高い事務職員 るため，外部講師による，ＩＴ活用に特化した情報化研修を実施した。
については，本学独自の採用
も行う。採用後の事務職員の
養成・研修・訓練等には，職
務の専門性に対応した研修プ
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ログラムを準備し，職能集団
として機能できるよう学内外
や国内外での研修機会を確保
する。

【５９】 【５９】 中期計画期間中の運営費交付金の見通しとともに，行政改革の重要方針
中長期的な観点に立った適 平成１８年度の教職員配置計画を策定 Ⅲ において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成１８年度から平
切な人員（人件費）管理に関 し，中期計画期間中の人員配置計画を進 成２１年度までの人件費総額削減の人件費シミュレーションを行い，それ
する具体的方策 める。 を基に年度ごとの人員配置計画の策定を行った。

教員については「教員人事
の基本方針」及び「教員配置
の年次計画」を，事務職員に
ついては「事務職員配置の年
次計画」を策定し，これに基
づき中長期の教職員の人事管
理を行う。教職員の配置に必
要な中長期の予算計画は，人
件費総額の適切な管理の観点
から経営協議会で審議し役員
会で決定する。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

事務組織の業務分担を見直し業務の簡素化と効率化を図るとともに，企画機能中
及び学生サービス機能を充実する方向で再編成を進める。組織は職能性の高いス期
リムな編成とし，大学の経営戦略を効果的・効率的に担える組織編成に切り替え目
ていく。事務の電子化を徹底し，費用対効果を勘案して定型業務等の外部委託を標
進める。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【６０】
事務組織の機能・編成の見 １６年度に実施済みのため，１７年度
直しに関する具体的方策 は年度計画なし。

職能性の高いスリムでフラ
ットな事務組織に再編する。
役員の職務分担に連動するこ
とを基本とし，学長による一
元的な統轄のもと，業務の遂
行に当たっては個々の役員を
責任者とする分散型の指示・
責任系統を構築する。

【６１】
複数大学による共同業務処 １６年度に実施済みのため，１７年度
理に関する具体的方策 は年度計画なし。

近隣の大学間で，職員の採
用や研修に関わる業務や特定
の事務的業務の共同化につい
て検討を進め，可能なものか
ら実施に移していく。

【６２】 【６２】 キャンパスの警備や植栽維持，施設の清掃や保全，維持管理業務につい
業務のアウトソーシング等 安全管理などの業務内容を見直し，効 Ⅳ て専門的な観点から業務委託会社によるプレゼンテーションを実施し，清
に関する具体的方策 果的な外部委託について検討し，促進を 掃に関しては，回数，場所等の最適仕様書の作成について業務外部委託を

図る。 行った。
キャンパスの警備や植栽維 また，キャンパス安全管理上の観点から警備業務委託契約について，単
持，施設の清掃等に関わる業 年度契約から複数年契約（立哨警備２年，機械警備３年）に変更し安定し
務の外部委託を継続するほか た業務が行えるように外部委託を実施した。，
費用対効果を勘案して定型業 さらに，運転手の退職に伴い，学内連絡便についても宅配便方式による
務等について外部委託を進め 外部委託を行った。
る。

ウェイト小計

ウェイト総計
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［ウェイト付けの理由］



- 39 -

大阪教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

１ 戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用 ４ 業務運営の効率化
学長のリーダーシップによる法人運営を機能的かつ効率的に行うため，企画立案組織 事務組織のスリム化及び戦略的かつ機動的な教育研究支援体制の強化を図るため，平
として平成１６年度設置した，理事を室長とする「総務企画室 「人事管理室 「教育 成１７年度よりそれまでの総務，財務，学生の３部体制から管理部，学務部の２部体制」 」
研究推進室 「国際交流・地域連携室 「評価・情報室 「施設整備管理室 「財務管理 への移行，法人運営の効率化及び企画機能の充実を図るため総務課及び企画課を事務局」 」 」 」
室 「附属学校室」の８つの運営機構室において，重要な方針や事業の企画を立案する 長直轄とするなどの事務組織の再編・合理化を実施し，業務運営を行った。また，業務」
ことで，機動的・戦略的な法人経営に取り組んでいる。各室においては，各部局の教授 の効率的執行のため，経理課で執行していた小修繕の施設課への移行や警備業務委託契
会・運営委員会等での検討を踏まえながら，入学試験に関する基本方針，カリキュラム 約の複数年契約化，清掃契約における最適仕様書作成の外部委託，学内連絡便の宅配便
に関する基本方針，予算編成に関する基本方針，授業評価システムの基本的考え方など 方式による外部委託などを実施したほか，部局長連絡会議等の会議資料をグループウェ
の方針や４年間積み上げ方式の体系的な教育実習の実施，長期履修生制度の導入，国際 ア上から全教職員が閲覧できるよう業務の効率化を図った。
交流協定の締結，外部評価の実施，全学共用スペースの指定などの事業を企画し，その また，全学委員会等の見直しを行い，平成１６年度２０回開催した教育研究評議会に
実施にあたっては，学長・理事・部局長で構成する部局長連絡会議において法人及び大 ついて，法令及び学内規定との整合を図りながら審議事項の整理・精選を行い，各部局
学の一体的運営及び部局間の統一や調整を図りながら，事項に応じて教育研究評議会， の教授会・運営委員会の審議事項への振り分けを行った。平成１７年度は１１回の開催
経営協議会での審議を経て意志決定を行い，実行に移している。 となり，効率的な大学運営と教職員の負担軽減を図った。

２ 総合的な観点からの戦略的・効果的な資源配分 ５ 外部有識者の積極的活用
本学の財政上の特性に配慮しつつ，健全で効果的な予算の確立を目指す観点から，平 学外からの人材として財務担当理事１名と経営協議会委員として，財界関係者１名，
成１７年度予算（運営費）においては，業務運営上必要な経費については合理化及び効 教育関係者３名，その他学識経験者２名の計６名を登用するほか，学生の教員就職支援
率化に努めることとし，特に管理的な経費に関しては経費削減をより一層促進した。ま の充実を図るため，平成１７年４月設置したキャリアサポートデスクに元教育委員会教
た，教員の研究費については本学の財政運営の健全化を保つため，従来の予算配分方法 育長をキャリアアドバイザーとして選考により登用した。キャリアアドバイザーは，個
の抜本的な見直しを図った また 全学的視点から強化・充実すべき事業や企画に対し 々の学生との相談業務や試験対策指導などを実施するほか，教員に対するＦＤ事業の問。 ， ，
重点的に配分する経費として戦略的重点経費を確保し，あわせて学長のリーダーシップ 題提起者を務めたり，学生との面談を通じて得た本学の就職指導の在り方に対する提言
を発揮するために学校安全対策経費などを含めた学長裁量経費を確保した。主な経費内 などをまとめて学内に公表するといった活動を通じ，教員採用試験合格率の向上が図ら
容は以下のとおりである。 れた。
（１）教員教育研究費 また，経営協議会は平成１７年度４回開催し，予算，決算，概算要求，年度計画，業
本学の財政運営の安定化を図るため，従来の配分方法の抜本的な見直しを行い，教 務実績等について審議を行った。学外委員からの，学生自身も運営費の支出状況を把握
授・助教授などの基本配分単価を一律１％減額した上で，実験系教員に対し研究費加 し，コスト意識を持つ必要があるとの指摘を受け，光熱水費の節減啓発ポスターに年間
算のできる仕組みを撤廃し，配分単価の統一を行った。また，これによる教育研究の 経費や節減目標額を明示し学生向けにも経費節減の啓発を行ったほか，学外委員からの
質の低下を招じないよう学長裁量経費に別途必要な額を相当額確保した。 指摘や意見を踏まえつつ経営改善に向け必要な見直しを進めているところである。
（２）戦略的重点経費

６ 監査機能の充実本学の機動的・戦略的な大学運営を実施するために必要な当該年度限りの経費であ
り，年度計画を確実に遂行するための経費を確保し，また，部局の運営経費とは別に 監査機能の充実のため，業務担当監事と会計担当監事の意見交換の場を機会を捉えて
教育研究活動をより一層推進するために必要な経費や附属学校園も含めた教育研究環 実施し，業務監査と会計監査の連携強化を図った。
境の改善を図るために建物・設備等の修繕及び更新費用として運用した。 業務監査については，監事が役員会，経営協議会，教育研究評議会及び部局長連絡会
（３）学長裁量経費 議等に出席し，大学運営の状況を把握するとともに，７月から９月にかけ教員に対する
主として中期目標・中期計画達成のための重点的・戦略的経費として運用を図り， ヒアリングを行った。さらに，３月には運営機構室の各担当理事，部局長及び事務局の
前年度予算の全体的な見直しにより，より一層の競争原理を導入し効果的な運用を図 部課長に対してヒアリングを実施し，①中期計画・年度計画の進捗状況②大学評価，大
るとともに公平で透明性の高い戦略的な重点運用を強化し「教員教育推進経費 「外 学評価基準への対応③問題提起項目への対応状況について臨時の業務監査を実施した。」
部資金導入促進経費 「教育研究プロジェクト経費 「評価に基づく配分経費 「学校 特に問題提起項目のうち，事務局活性化の施策の一つとして提言制度の仕組み作りへの」 」 」
安全対策経費」の他「裁量経費」として国際拠点形成支援に対する配分等を行い，大 対応については，平成１７年５月に若手教職員をメンバーとする「夢プロジェクト」を

， ， （ ） ，学運営の円滑化を図った。 設置し 教職員のみならず 広く学生等からも大学に対する提言・提案 夢 を募集し
集約した報告書を基に現在その実現に向け取り組んでいる。また，事務局における業務
の軽減への対応については，平成１８年度に各職員から業務改善提案書の提出を求め，３ 中間評価による資源再配分・事後評価に応じた資源配分

定期的に予算単位毎の予算執行状況の把握に努め，その執行状況を見据えた上で，適 ワーキンググループを設置のうえ，事務局全体で取り組むこととした。
切かつ効果的な予算とするため，平成１７年度においては補正予算を編成した。また， 会計監査については，監事監査・会計監査人監査・内部監査の三様監査を定期的に実
各運営機構室からの年度計画の進捗状況を踏まえ，達成状況に応じて学内予算の再配分 施し，各々で示された改善事項等に対して逐次フォローアップを行い，業務の見直し等
を実施した。また，平成１８年度の学内予算の策定にあたっては，平成１６年度決算の の運営改善に努めた。特に，全附属学校園の預り金に関しては監事と会計監査人による
財務状況の分析を踏まえ，各予算責任者からの平成１７年度予算の執行状況の提出を求 合同監査が実施され，その監査結果を踏まえて全附属学校園共通の「取扱マニュアル」

。 ， 「 」め，役員によるヒアリングを実施し，各予算単位の決算見込を確認・分析した上で，効 を作成した また 適正かつ効率的な会計内部監査を実施するため 会計内部監査基準
果的で効率的な学内予算の編成を行った。 を作成した。
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７ 業務実績の評価結果についての運営への活用
平成１６年度の業務実績に関する国立大学法人評価委員会による評価結果において，
「センターの見直しについて，今後の具体的な検討が必要である 」との指摘を受けた。
課題については，教職教育の総合的な研究開発センターの設置に向けて，既存の教育実
践総合センターと生涯学習教育研究センターとの統合再編について検討を続け，今日の
学校教育が抱える課題についての調査・研究・助言・指導，教員養成および現職教育の
プログラム開発による教師教育のイノベーション，学校教員の職能開発のための各種事
業の企画・実施を一体的に担い得る，人権教育部門，教育臨床部門，教育実習部門，地
域連携部門，生涯学習支援部門の５つの部門からなる教職教育研究開発センターを平成
１８年４月に整備することとした。
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Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

大学経営の自立性を高め，財政基盤を強化し，大学の機能や業務を多角的に展中
開するため，外部研究資金の獲得に組織的に取り組む。また，資産の積極的な運期
用や教員養成系大学にふさわしい新たな事業の実施によって自己収入の増収を図目
る。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【６３】 【６３】 科学研究費補助金の採択実績や外部資金の獲得実績に基づく配分につい
科学研究費補助金，受託研 外部資金獲得へのインセンティブを高 Ⅳ ては，獲得実績に応じて１人当たり３０千円から８６４千円の配分を行っ
究，奨学寄付金等，外部資金 めるため，科学研究費補助金の採択実績 た。
増加に関する具体的方策 や外部資金の獲得実績に応じた予算配分 また，今年度より新たに附属学校園に対しても外部資金獲得実績に応じ

を図る。 た予算を配分することとし，１校当たり１００千円から４１１千円の配分
外部資金獲得へのインセン を行った。
ティブを高めるため，科学研 さらに，教員の外部資金獲得へのモチベーションをより高めるため，グ
究費補助金の申請・採択実績 ループウェア上に配分額を公表した。
や外部資金の獲得実績に応じ
た予算配分を拡大する。受託
研究や共同研究の受入を促進
するため，地域連携を携推す
る組織を設け地域連携コーデ
ィネーターを配置する。

【６４】 【６４－１】 受講者に対し「公開講座の効果」に関しアンケート調査を行った。その
収入を伴う事業の実施に関 公開講座受講者のニーズ調査を実施し Ⅳ 結果本学の公開講座が受講者の学習意欲の向上に貢献し，本学の社会人向，
する具体的方策 調査結果を整理する。 け教育機会への需要を拡大させていることが明らかになった。また，当ア

「 」 。ンケート調査結果を 生涯学習センター年報 に掲載し学内外に公表した
学校教員，児童・生徒，一 また，募集案内ブックレットを見やすく改訂するとともに，新たに郵便振
般市民等を対象に，ニーズの 替による受講料の払い込みを導入した。
高いテーマや内容で公開講座
を実施する。学部及び大学院 【６４－２】 産学連携制度の紹介や産学連携の実績などを掲載したホームページを新
の双方で科目等履修生の受け 受託事業を幅広く請け負うための方策 Ⅲ 設した。また，産学連携や社会連携活動の実績，共同研究・受託研究の制
入れ拡大を図る。自治体や民 について検討を行うとともに，学外の団 度，ホームページに掲載している「研究者総覧」の紹介など，地域・社会
間企業等からの調査や分析等 体・機関等による施設の賃貸利用の促進 における本学の活用方法などを掲載したパンフレットを発行し，広報活動
の委託事業を幅広く請け負う を図るため，広報の改善に取り組み，具 の改善に取り組んだ。また，共同研究実施可能教員を一覧にしてホームペ。
学外の団体・機関等による施 体策をまとめる。 ージに掲載した。
設の賃貸利用の促進を図る。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

光熱水費や通信費等に関して，新たな視点に立った経費削減システムの導入を中
進める。事務組織を中心に，業務の内容やプロセスを多角的に点検し，効率化，期
合理化，簡素化による経費抑制を推進する。目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【６５】 【６５－１】 効率的なエネルギー消費を図るため以下の事業を実施した。
管理的経費の抑制に関する 省エネルギー型設備機器の採用等を通 Ⅲ ・空調設備の整備にランニングコストに有利なガス方式を採用した。
具体的方策 じ，更に効率的なエネルギー消費を検証 （共通講義棟３室，教員養成課程棟１室）

し可能なものから実施する。 ・事務局棟に空調設備の利用状況を制御できる空調管理システムを設置
しており，その運用により契約電力オーバーの防止を図り経費節減を光熱水費の抑制のため，

環境にも配慮し自然エネルギ 図った。
ーを利用したエネルギー転換 ・教養学科棟の教員研究室空調設備更新において省エネに効果のある空
システムの導入を検討する。 調管理システムを導入した。

， 。また，電子決裁等の事務処理 ・トイレ 洗面所の衛生器具更新に自動作動機器を採用し節水を図った
システムやテレビ会議システ ・廊下等の照明に自動制御方式を採用し節電を行った。
ムの活用を促進し，通信費や ・照明整備に，省エネ効果のある 照明器具を採用した （共通講義棟HF 。
旅費の抑制を図る。その他， ６室）
業務のスリム化・簡素化によ
って管理的経費の節減を図る 【６５－２】 電子文書ソフトを導入し，役員会，部局長連絡会議，運営機構室会議等。

電子機器の活用等により，事務処理の Ⅳ の諸会議をペーパーレスで実施するとともに， 財務管理室及び経費削減検
合理化を図り，引き続き管理的経費の節 討会において，効率化・合理化の検討を行い，複写機設置台数，定期刊行
減を図る。 物，電話契約等の見直しを行った。さらに，学内グループウェア上にリサ

イクル可能な物品の有効利用の掲示板設置，経費節減啓発のシール貼付け
などを実施し，約２４，０００千円の管理的経費削減を行った。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

大学経営の基盤となる土地，建物，設備等の資産は，費用対効果の視点に立っ中
て，学長を中心とするトップマネージメントの一環として戦略的見地からの管理期
・運用を進める。目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【６６】 【６６－１】 施設･設備の質の向上を図るため以下のことについて実施した。
資産の効率的・効果的運用 施設・設備の質の向上のため，トータ Ⅲ ・附属学校の耐震性能の調査結果に基づき改善計画を作成した。
を図るための具体的方策 ルコストの縮減を図り，引き続き改修計 ・更新時期に達している空調設備機器の点検を行い，改修計画を作成し

画を策定し可能な部分から実施する。 年次計画により実施した。
施設の巡回点検，健全度調 ・安全･快適な屋外環境の確保に必要な維持管理を実施するため巡回点検
査等を実施し，修繕経費等， を行いその状況をまとめた。
施設管理にかかる必要額を把 ・講義室の学習環境を改善するため室内照度を測定のうえ改善計画を作
握し，全施設の中期的な改修 成し一部改修を実施した。
・整備計画を作成する。ＰＦ
Ｉの導入や寄付金による施設 【６６－２】 天王寺キャンパスにおける西館整備（改善ｰ改築）を平成１８年度施設整
の整備・管理手法を導入する 天王寺キャンパスについてはＰＦＩ導 Ⅲ 備概算要求事業としてＰＦＩ方式により要求した。。
施設使用者から一定の使用料 入による施設整備計画について引き続き
を徴収し，施設維持管理の財 検討を進める。
源とする。

【６６－３】 施設マネジメントの一環として，全学共用スペースとして指定した室の
施設マネジメントの一環として，施設 Ⅲ うち，柏原キャンパスにおいて１５室，天王寺キャンパスにおいて５室を
使用者から一定の使用料を徴収すること 共用スペース使用細則に基づき使用者から施設使用料を徴収した運用を行
を検討する。また，可能なものから実施 った。またその使用料金については建物修繕経費として活用した。
する。

ウェイト小計

ウェイト総計

［ウェイト付けの理由］
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

平成１７年度立案した中期的教職員配置計画を見直しの上，削減計画を立案し，平成１１ 財務内容の改善・充実
（１）経費の節減に向けた取組 ８年度以降の教員配置を部局長に提示した。具体的内容は，昨年度に引き続き定年退職
経費抑制の検討にあたっては，財務管理室の下に「経費削減検討会」を設置し，光 者及び途中退職者の後任補充を学長のもとに留保するとともに，非常勤講師経費の削減
熱水料などの管理的な経費について財務運営上の軽減に繋がる事項について検討して を推進することに加え，新たに，各講座に昇任ポスト枠を確保し講座等別等教員配置を
いるところである。 部局長に示していたことを改め平成１８年の現員配置数の「実員配置」とし昇任につい
平成１７年度においては，複写機設置台数，定期刊行物，電話契約等の見直しや学 ても学長が調整することとした。
内グループウェア上にリサイクル可能な物品の有効利用の掲示板の設置，経費節減啓 また，事務職員の削減計画に基づき削減を推進するとともに，早期退職者の推進及び
発のシール貼付けなどを実施し，約２４，０００千円の管理的経費削減を図った。 派遣職員への転換を図った。さらに事務効率化を図り超過勤務手当の縮減を図ることと
また，学生，教職員の多種多様な活動に伴うエネルギー消費は膨大なものであるた している。
め，省エネルギーに対する意識向上を促し，管理運営コストの低減や地球環境保全の
観点からポスターの掲示，資料配付等による啓蒙活動を行った。また，施設課事務室
に空調設備の利用状況が把握でき，一元的な適正な作動操作が実施できる空調管理シ
ステムを設置し，その範囲の拡大を図る等経費節減を行った。
（２）自己収入の増加に向けた取組
科学研究費補助金の積極的な確保を目的として，学内ホームページを活用した申請
の促進を図ったほか，特に本年度は，本学の科学研究費多数採択者を講師に学内説明
会を開催し，研究計画調書の具体的な記入方法などの説明を行った。
また，企業等からの共同研究や受託研究の申し込みの増加を図るため，共同研究・
受託研究等の産学連携制度の紹介やその実績などを掲載したホームページを開設し，

， ， ，情報発信を行ったほか 産学連携や社会連携活動の実績 共同研究・受託研究の制度
ホームページに掲載している「研究者総覧」の紹介など，地域・社会における本学の

， 。 ，活用方法などを掲載したパンフレットを発行し 広報活動の改善に取り組んだ また
共同研究実施可能教員を一覧にしてホームページに掲載した。
さらに学外からの研究助成金等への申請の促進を図るため，各種研究助成の募集案
内を学内掲示板にその都度掲示して周知を図ったほか，研究助成金等の募集一覧表を
学外公募一覧として大学ホームページ内に掲載し，各助成団体の募集案内ページへの
リンクを張るなど各教員が円滑に申請が行えるよう改善に取り組んだ。
また，学内予算の配分を通じた収入増加の取組みとして，教員の外部資金獲得への
モチベーションを高めることによって自己収入の増収を図る目的で，学長裁量経費に
競争的な予算経費として外部資金導入促進経費を相当額確保し，該当教員１人当たり
３０千円から８６４千円の配分を行った。また，新たに附属学校園における寄付金等
の獲得実績に応じた配分も実施した。
（３）財務情報に基づく取組
平成１６年度決算の財務状況については，同規模大学の財務状況や構成比較等を行
ったほか，部局毎の経費目的別の執行状況をとりまとめ，適時，役員や経営協議会等
へ報告を行った。翌年度以降は財務情報比較等を行い，一層の財務内容の改善・充実
を図ることとしている。

２ 財政計画や適切な人員管理計画の策定等を通じた人件費削減に向けた取組
本学では法人化後，教員にあっては，従来の講座別定員管理体制を改め，前年度に学
長が大学の部局長に提示する「教員人事の基本方針」及び「講座等別の配置教員数」に
基づき，各部局長が作成した教員の採用・昇任計画書の承認を前提として，学長の下に
置く教員選考委員会において複数の候補者を選考し，最終的に学長が採用予定者を決定
するシステムを構築し，人事に関する権限を全て学長の下に置いた。
全職種を対象とする教職員の採用抑制を基本方針としながら，本学の教育戦略に基づ
き，大学院・学部の見直しの中で本学の教員養成改革を確実に実施するため学長のリー
ダーシップのもと人件費のシミュレーション行い，中期的教職員配置計画を策定し，教
職員に対して全学説明会などで周知を図っているところである。今般の「行政改革の重
」（ ） ，要方針 平成１７年１２月２４日閣議決定 による人件費削減計画についても同様に
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
１ 評価の充実に関する目標

教育研究等の水準の向上と活性化のため，大学自らが行う自己点検・評価を中中
心に，各種の大学評価に対応できる評価体制を整備する。また，多角的で多面的期
な評価指標や評価基準を開発するとともに，評価資料の収集分析のためのシステ目
ムを整備する。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【６７】 【６７－１】 基礎的な数値データを含めて資料の収集を行い，評価基準に沿った分析
自己点検・評価の改善に関 自己点検・評価に必要な資料の収集・ Ⅲ を行った。収集した資料等は評価資料室に蓄積し，各資料等の形態に応じ
する具体的方策 分析を引き続き行うとともに，収集した てデータベース化を進めているところである。

資料のデータベース化を進める。
教育研究活動等に関する自
己点検・評価に当たる全学的 【６７－２】 平成１６年度に教員データベースに追加項目として新たに組み込んだ教
な評価組織を整備する。自己 平成１６年度に検討を行った教員デー Ⅲ 育活動の項目について，入力作業を行った。これにより，教員の研究活動
点検・評価に必要な資料の収 タベースシステムの追加項目の入力作業 等に加え教育活動の把握・分析が可能となった。
集・分析を行い，データベー を行う。
ス化を進める。個々の教員の
活動状況の把握のため，ファ 【６７－３】 ファイリングシステムの基礎となる教員データベースの入力をほぼ完了
イリングシステムを整備する 平成１６年度における検討結果を基に Ⅲ し，評価項目等に応じた教員個々の活動状況の把握が可能となった。。
自己点検・評価の結果につい ファイリングシステムの整備を進める。
て外部評価を実施する。自己
点検・評価の結果は，学内外 【６７－４】 大阪教育大学外部評価規程を新たに制定し，他大学の教員３名及び大阪

，に公表する。 平成１６年度の自己点検・評価の結果 Ⅲ 府・大阪市の教育委員会２名の外部委員からなる外部評価委員会を設置し
について外部評価を実施する。 今年度実施した平成１５年度及び１６年度の自己点検・評価の結果につい

て，授業見学や学生へのインタビューなども交えた外部評価を１月から２
月にかけて実施し，報告書を学内外に公表した。

【６７－５】 今年度実施した平成１５年度及び平成１６年度の自己点検・評価の結果
平成１６年度の自己点検・評価の結果 Ⅲ を自己評価書にまとめ，１１月に大学ホームページに掲載し，学内外に公
を学内外に公表する。 表した。また，今年度実施した外部評価の結果についても報告書としてま

とめ，大学ホームページに掲載し，学内外に公表した。

【６８】 【６８－１】 評価・情報室において整理した改善課題については，各部局に対し，問
評価結果を大学運営の改善 平成１６年度に整理された改善課題へ Ⅲ 題点の分析と課題への改善方策について検討を要請するとともに，課題項
に活用するための具体的方策 の取り組みを，部局や関係委員会に要請 目ごとの改善スケジュールの立案について併せて要請を行った。

する。
評価組織は，自己点検・評
価の結果を分析・評価のうえ 【６８－２】 各部局の改善への取組みとしてＦＤ委員会が中心となり，体験型・ディ
改善課題を整理する。役員会 平成１６年度に取り組んだ改善の結果 Ⅲ ベート型授業など多様な授業形態や教員相互の授業公開の実施など，教育
は，これを経営協議会，教育 を検証する。 方法，授業形態の改善・工夫への取組みを行った。また，学生による授業
研究評議会に報告のうえ，関 評価の実施率の向上のため，全科目で実施する方針を打ち出し，実施率の
係部局や関係委員会に改善の 向上を図った。さらに，全教員によるオフィスアワーの実施及び学生への
取り組みを要請する。当該の 公表の拡大を図るなどの学生支援への取組みを行った。このような取組み
部局や委員会は，改善計画を 状況及び検討状況等に基づき，評価・情報室において，改善結果等の検証
立案のうえ改善に取り組み， を行った。
一定期間後に改善結果を確認
する。これによって目標設定
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・実行・点検・評価・改善・
検証のサイクルを構築する。

ウェイト小計
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

教育研究活動をはじめとする大学の活動や経営の状況について，情報を広く社中
会に発信し公開する。情報発信には，効果的なメディアを活用し，大学活動への期
関心と共感を引き出せる新鮮で内容豊かなコンテンツを提供する。目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【６９】 【６９－１】 昨年度創刊した一般市民向け広報誌「天遊」の掲載内容について，各種
大学情報の積極的な公開・ 各種の大学情報を一般市民向け広報誌 Ⅲ の大学情報に加え，より教育研究活動を紹介できるよう見直しを行った。
提供及び広報に関する具体的 に掲載し，地域に配付する。産学連携活 １０月に第４号を，３月に第５号を発行し，周辺地域の地方自治体，大阪
方策 動に関するパンフレットを作成する。 府・大阪市の教育委員会，近隣の高等学校等へ配付し，大学ホームページ

にも掲載した。今後も定期発行することとしている。
教育活動，研究活動，社会 また，本学での産学連携や社会連携活動の実績，共同研究・受託研究の
貢献活動，国際交流活動，学 制度，ホームページに掲載している「研究者総覧」の紹介など，地域・社
生活動，経営状況等，各種の 会における本学の活用方法などを掲載したパンフレット「役立つ 大阪教
大学情報を広く公開し，大学 育大学 活用する」を作成・発行した。
のホームページ，一般市民向
け広報誌 パンフレットなど 【６９－２】 アドミッションポリシーや教育課程，日本における生活の紹介などを掲， ，
多様なメディアを活用して幅 中国語版の学生用パンフレットの整備 Ⅳ 載した中国語版（繁体字版・簡体字版）の学生用パンフレットを作成・発
広く広報していく。海外から を進める。 行した。
のアクセスに対応できるよう また，６月に中国語版ホームページを新たに開設し，本学への留学希望，
大学ホームページや各種パン 者や来訪する研究者等に対し，より多面的に大学情報を提供することが可
フレットの多言語化を進める 能となった。。
大阪都心部にインフォーメー
ションセンターを開設する。 【６９－３】 教育研究活動などを掲載した一般市民向け広報誌等を整備し，情報提供
外部からの問い合わせに一元 中之島キャンパス・イノベーションセ Ⅲ を行った。
的に対応できる情報サービス ンターの情報コーナーにおいて，引き続
窓口を整備する。 き教育研究活動の情報を提供する。

【６９－４】 天王寺キャンパスに大学発行の各種パンフレットなどを集約して設置
情報サービス窓口を整備する。 Ⅲ し，自由に閲覧又は入手できるよう整備を行った。

ウェイト小計

ウェイト総計

［ウェイト付けの理由］
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項

１ 組織評価の試行実施を踏まえた更なる検討と改善 ２ 教員の個人評価
平成１６年度の業務実績に関する国立大学法人評価委員会による評価結果において， 平成１６年度の業務実績に関する国立大学法人評価委員会による評価結果において，
「組織評価は，平成１７年度から試行することとしており，今後，実際の評価の実施に 「教員の個人評価については，教育活動，研究活動，社会貢献活動等に関する入力項目
向け，更なる検討が期待される 」との指摘を受けた課題については，平成１７年度に を確定し，入力作業を通知したところであり，今後，他のシステムとの統合や分析結果。
組織評価規程，外部評価規程等の関連規程を制定し，附属学校を含む大学全体の自己点 の在り方について，検討を進められることが期待される 」との指摘を受けた課題につい。
検・評価並びに教育活動を中心とする活動に関する外部評価の実施を通じて，主に以下 ては，次のように検討を進めた。
の点について改善を図った。 教員の個人評価については，教育活動，研究活動，社会貢献活動等に関するデータベ
（１）評価システムの見直し ースを作成し，そのデータに基づく定量的データを中心とした教員個人評価指標に基づ
平成１７年度初めに組織評価規程を制定し，自己点検・評価を実施したが，部局に く評価及び優れた取組みについての自己申告による評価システムを評価・情報室で作成
よる点検・評価と法人運営機構室としての評価・情報室による点検・評価が，結果と した。課題として，教育活動等各活動に対する比重，データ入力を行わない教員への対
して重複することとなり，相当の評価作業を伴うこととなった。そのため，学長のリ 応等の見直しを行いながら，平成１８年度に試行的実施に向け，最終調整を行っている
ーダーシップによる運営と評価・改善を基本としつつ，実際の教育研究活動に責任を ところである。今後，さらに組織評価と連動した教育活動，研究活動，社会貢献活動等
有する関係部局による自らの点検・評価と，その結果に基づく改善への取組みを促す に関する質に関しての評価方法等について検討することとしている。
システムに改めるべく，組織評価規程の改正を行う予定である。 また，個々の教員が入力する情報を効果的に発信するとともに，業務運営にも適切に
（２）評価基準・観点の設定 活用していくため，独立行政法人大学評価・学位授与機構を中心に検討が進められてい
上記の評価システムの見直しに伴い，大学の目的，使命に沿った点検・評価・改善 る大学情報データベースや外部の主要機関における情報発信データベースの構成等にも
のサイクルを構築するため，独立行政法人大学評価・学位授与機構が公表した大学評 対応することを視野に入れつつ，教員の多様な活動に対するデータベースが複数存在し
価基準に準じ，学生や社会からの視点を含む基準・観点を設定するとともに，本法人 ている現状を見直し，データベースの統合を図っていくこととしている。
の中期目標・中期計画の達成状況等についても点検・評価の対象とする基準・観点を なお，教員の個人評価結果の活用については，平成１７年度に試行的実施を進めてい
設定し，平成１８年度の自己点検・評価を実施する予定である。 る事務系職員個人評価結果の活用方法も参考にしつつ，個人評価システム検討プロジェ
（３）評価結果の公表並びに改善指示 クトにおいて，給与や研究費の配分等の具体的な方法について，引き続き，慎重に検討
平成１６年度の業務実績に関する国立大学法人評価委員会による評価結果，平成１ していくこととしている。
７年度に実施した自己点検・評価及び外部評価の結果については，大学ホームページ

３ 情報発信に向けた取組を通じて公表した。加えて，点検・評価作業の一貫として実施した学生による授業評
価結果については報告書としてまとめ，図書館等で学生が閲覧できるようにするとと 大学情報の公開を促進するため，平成１７年６月に「国立大学法人大阪教育大学情報
もに，ステークホルダー調査の結果についても，大学ホームページで公表している。 公開基本方針」を策定し，大学の諸活動を積極的に公開することにより，説明責任を十
なお 国立大学法人評価委員会による評価結果及び自己点検・評価結果に関しては 分果たしていくとともに，情報提供の方法は，大学ホームページへの掲載その他冊子な， ，
部局長連絡会議，全学説明会，教職員用グループウェア等を通じて，学内教職員に対 どの発行により行うことを明確にし，公表した。また，基本方針を具体化するため，公
し 評価結果とともに具体的な改善事項を提示し 積極的な改善への取組みを求めた 開すべき約４０の事項と１３０の内容を網羅した情報公開に関する指標を定め，学内教， ， 。
また，大阪府教育委員会，大阪市教育委員会，京都教育大学，兵庫教育大学，奈良 職員に周知・徹底を図った。
教育大学の協力を得て実施した外部評価の結果については，平成１８年３月，学長に また，本学のホームページのアクセシビリティは，日経ＢＰ社が国・公・私立大学を
評価結果が報告されたが，その内容は，自己点検・評価だけでは得られない貴重な提 対象として平成１７年度に実施した調査で全国第２位の評価を得ているが，アクセシビ
言を含むものであった。そのため，自己点検・評価及び国立大学法人評価委員会によ リティの更なる向上を図るため，ホームページをリニューアルし，スタイルシートを使
る評価の結果を改めて総括し，学内関係組織に対し，学長による具体的な改善指示を 用した書式設定の統一や音声ブラウザへの対応，デジタルパンフレットの導入などを行
行うこととしている。 う一方，コンテンツの整理・拡充，多言語化の推進を行った。また，教員・学生等のさ
（４）評価結果を活用した改善例 まざまな活動を適切なタイミングで多数公表していくため 「教員・学生等の活動紹介」，
平成１７年度の自己点検・評価の結果並びに平成１６年度の業務実績に関する国立 のページをＢｌｏｇ形式で開設した。
大学法人評価委員会による評価結果を受け，これらの評価結果を整理するとともに， また，情報発信が円滑に実施できる情報環境を確保するため，情報基盤の整備を進め
他大学の状況や実際の取組みの工夫などの調査・分析を行い，次に例示するように教 るとともに，情報セキュリティに対する侵害の阻止，情報セキュリティを損ねる加害行
育の質の向上に資する課題を中心に平成１７年度中に改善を図った。 為の抑止，情報資産の分類とその重要度に見合った管理などを実現するため，情報セキ
① 従来，各部局の自主性により実施していた学生による授業評価を平成１７年度 ュリティ基本方針及び情報セキュリティ対策基準を定め，学内構成員に周知するととも
後期授業から大学全体で実施することとし，実施率の向上を図った。 に，学外に公表した。
（５人以下の授業を除く実施率＝８８．５３％，従前は概ね５割程度）
② 平成１８年度から使用するシラバスの改善を通じて，成績評価基準・方法等の
詳細な明示，個々の教員のオフィスアワー・メールアドレスの明示，さらには，
シラバス掲載率の向上を図った （平成１８年度シラバスには，後期開講科目の。
一部を除き，ほぼ全ての授業科目について，内容を掲載した ）。
③ 各種相談窓口の密接な連携を図るため組織体制の整備を進めるとともに，指導
教員制の見直しを行い，学習相談・生活相談・就職相談等の充実を図った。
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
１ 施設設備の整備・活用に関する目標

キャンパスアメニティーを重視し，バリアーフリーにも配慮しつつ，教育活動中
の多様化と研究活動の高度化に対応できる機能性と居住性を備えた施設整備を進期
める。また，既存施設の効果的で有効な活用を進める。キャンパスの緑化・景観目
整備・安全管理の在り方を含め調和のとれたキャンパス環境の総合的な整備に取標
り組む。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【７０】 【７０－１】 公共施設としての機能の維持と学生等のニーズに応えた安全で快適な施
施設等の整備に関する具体 全学にわたって，総合的見地から公共 Ⅲ 設環境の確保，耐震改修を含めた附属学校の整備について以下のような取
的方策 施設としての機能の維持に努め，学生等 組みを行った。

のニーズに応えた安全で快適な施設環境 ・学生のアメニティスペースを確保するため談話室，自習室の整備
長期施設整備計画に基づく の確保を引き続き図る。附属学校施設は ・構内道路，駐車場の整備
耐震改修と学生のための魅力 早期の耐震改修計画の実施に引き続き取 ・安全の確保と防犯のためキャンパス内暗所への外灯設置
あるキャンパス環境の整備に り組む。 ・柏原キャンパス女子トイレ警報装置の設置
重点的に取り組む。また，柏 ・天王寺キャンパスにおける自転車置場の整備
原キャンパスが国定公園内に ・天王寺小学校ボイラー室の教育実習生控室への転用
あることから，柏原キャンパ ・附属平野中･高等学校校舎耐震改修の実施（実施中）
スの一層の緑化にも取り組む ・安全の確保のため附属池田中学校のフェンス，養護学校の門扉の改修。
ＰＦＩによる天王寺キャンパ ・附属高等学校池田校舎のアスベスト除去及び復旧
スの再開発に取り組む また ・附属学校におけるトイレ，給食室の改善。 ，
引き続き「国立大学等施設整
備緊急５カ年計画」のもとで 【７０－２】 美しく豊かなキャンパス環境を実現するため，全学の学生，教職員の参
の緊急整備に取り組む。 教職員と学生が連携し，美しく豊かな Ⅳ 加を対象としたキャンパスクリーン（草刈り，池清掃等）を年２回実施す

キャンパス環境の実現のため，更に積極 ると共に外部委託による法面などの危険箇所及び大規模な緑化整備を行っ
的な改善の推進に取り組む。 た。

また，情報の共有に基づく施設・環境のファシリティマネジメントの必
，「 」要性から 大阪教育大学における施設・環境のファシリティマネジメント

プロジェクトを実施し，学生のためのキャンパス作りの提案，交通整備に
必要なシステム作り，外来者のための環境整備など具体的提言をまとめ，
報告書として発行した。

【７０－３】 天王寺キャンパスにおける西館整備（改善ｰ改築）を平成１８年度施設整
天王寺キャンパスについてはＰＦＩ導 Ⅲ 備概算要求事業としてＰＦＩ方式により要求した。
入による施設整備計画について引き続き
検討を進める。

【７１】 【７１－１】 平成１６年度に実施した全学施設の活用状況調査に基づき，今年度新た
施設等の有効活用及び維持 施設の活用状況調査に基づき，ヒアリ Ⅲ に全学共用スペースを約２８０㎡確保した。柏原キャンパスにおいて１５
管理に関する具体的方策 ングや現地調査を実施し，有効活用を更 室，天王寺キャンパスにおいて５室をプロジェクト研究の実施や院生・学

に促進する。 部生の共同研究，学習室，セミナー室などに使用し，有効活用を図った。
施設の活用状況についての また，将来の施設使用の再編に向けたスペースの活用計画について検討
調査・点検を行う全学組織を 中である。
再構築し，全学の施設の活用
状況を調査・点検する。調査 【７１－２】 施設設備機能の安全を図り効率的な維持管理を進め，予防保全計画によ
・点検結果に基づき全学スペ 施設・設備機能の安全を確保するため Ⅲ る維持管理内容の精査と委託業者の業務管理報告書等を参考に改修計画を
ースを確保し，新たな教育活 に 維持保全業務委託管理業者と連携し 作成し，基幹インフラである給水設備，排水処理設備の不具合部について， ，
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動や研究活動のために有効活 諸設備の管理の効率的な運用を更に検討 計画的な更新を実施した。
用を図る。施設の維持管理の し，可能なものについて立案する。
ため，定期的なメンテナンス
調査を行い，維持管理計画を
策定のうえ実施する。

ウェイト小計
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
２ 安全管理に関する目標

附属学校の幼児児童生徒及び教職員の安全確保，大学の学生及び教職員の安全
確保のため，キャンパスの安全管理の徹底を図るとともに，学生・教職員の安全中
意識や危機対応能力の向上を図る。学生及び教職員にとっての安全な教育研究環期
境・職場環境を確保するとともに，キャンパス内に居住する学生のための安全な目
生活環境を確保する。第二部・夜間大学院に通学する学生のため，キャンパス内標
外の夜間の安全確保を図るとともに，来学者に対する入構管理を徹底する。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【７２】 【７２－１】 ８月１日から３日間本学附属学校園のみならず全国の学校安全に携わる
安全管理・事故防止に関す 引き続き，各附属学校園の安全に万全 Ⅳ 教員を対象に学校安全主任講習会を実施した。また，６月８日に附属平野
る具体的方策 を期すとともに，危機意識の維持向上に 小学校において不審者侵入を想定した避難・対応訓練を実施し，児童，教

努める。 職員，保護者ら約９００名が参加した。さらに訓練終了後「学校安全管理
附属学校の安全管理・危機 委員会」を開催し，訓練の反省や学校安全の取組みについての意見交換な
管理に万全を期すとともに， どを行った。

，キャンパスの安全確保のため
防災，防犯，交通安全マニュ 【７２－２】 消防署から認定を受けた本学教職員を指導者として，役員をはじめ教職
アルを整備する。また，附属 引き続き，教職員及び学生を対象に救 Ⅳ 員及び学生を対象に普通救命講習会を２１回実施し，新たに６１８名を修
学校及び大学において，安全 命講習を実施するとともに，災害訓練等 了者とした。
なキャンパス環境の維持のた を実施する。 また，各キャンパス及び各附属学校園ごとに地震及び火災等の緊急災害
め，各種のセキュリティ対策 時における通報連絡，避難，初期消火，救護等一連の活動が円滑に行える
を講じる。また，非常時の対 よう災害訓練を実施し，防災意識の高揚・啓発を図った。
応のために，学生及び教職員 この他，防災の心構えや具体的な対処方法等を掲載した「防災ハンドブ
を対象に，救命講習，災害訓 ック」を全学生に配布し，全役員・教職員に「防災マニュアル」を配布し
練，危機対応訓練等を実施す た。
る。学生・教職員の安全な環 更に，大阪府教育委員会主催による現職公立学校教員を対象とした１０
境確保のための安全管理体制 年経験者研修に協力し，本学教職員を指導者とした普通救命講習会を実施
を整備する。 した。

【７３】 【７３－１】 学校安全についての授業として，柏原キャンパスでは各専門スタッフに
学生等の安全確保等に関す 大学において学校安全や学校危機管理 Ⅲ よるリレー方式による「学校と安全」を開講し，前期５０２人，後期１７
る具体的方策 に関する教育プログラムを整備し，学校 ７人が受講した。天王寺キャンパスでは「体育Ⅵ（保健と学校安全 」を）

安全についての授業を開講する。 開講し，８０人が受講した。
大学において学校安全や学
校危機管理に関する教育プロ 【７３－２】 学内における指導者養成のための応急手当普及員講習会を実施し，平成
グラムを整備し，教職をめざ 引き続き救命講習等のプログラムや学 Ⅲ １７年度は新たに２１名（累計７７名 内ＡＥＤを用いた指導が可能な者
す学生の安全意識を啓発する 校安全管理士養成のための講習会を実施 ６１名）の教員，事務職員の応急手当普及員を養成するとともに，役員を。
学生を対象に安全な大学生活 する。 はじめ教職員・学生を対象とした普通救命講習会を実施した。また，各幼
を送るための交通安全を含む 稚園・小学校・中学校・高等学校及び養護教育諸学校等において学校安全
セキュリティオリエンテーシ に携わる教職員を対象とした学校安全主任講習会を８月に３日間実施し，

。（ ）ョンを実施する。附属学校及 学内外から６６名が参加した 累計１３０名＜平成１６年度から実施＞
び大学キャンパスの安全確保
の諸方策を企画し実施する全 【７３－３】 昨年度試行した結果を踏まえ，柏原警察署の協力のもと，４月に交通安
学組織の整備を進める。 外部講師(交通安全指導員)による交通 Ⅲ 全指導オリエンテーション（参加者２１２名）を，１１月にセキュリティ

安全指導オリエンテーション及びセキュ オリエンテーション（悪徳商法，交通安全，護身術，参加者４３名）を行
リティオリエンテーションを継続的に実 った。また大学独自で，４月，１０月に学生に対する交通指導を行った。
施する。
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， ，【７３－４】 普通救命講習会 応急手当普及員講習会及び学校安全主任講習会の実施
学校安全担当の学長補佐の下で，附属 Ⅲ 及び防災等対策委員会に置かれたワーキングで学校安全の日行事「避難対
学校及び大学キャンパスの安全確保に努 応訓練」など安全確保の諸方策等を企画立案した。
めていく。 また，大学及び各附属学校に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置し，

大学ホームページに当機器の役割や使用方法を記載し，学内外に広報を行
った。併せて学生にも冊子等で周知した。
この他，附属学校及び大学キャンパスの安全確保の諸方策を企画し実施
する防災等対策委員会で防災マニュアルの策定や防災に関する取組等につ

， 「 」いて検討を行い 防災の心構えや対処方法等を掲載した 防災マニュアル
を役員・教職員に配布し，啓発を行った。

【７４】 【７４－１】 学校安全管理委員会を定期的に開催し，各附属学校における防犯計画や
幼児児童生徒の安全確保等 学校安全管理委員会を定期的に開催 Ⅲ 避難訓練などについて協議・意見交換を行うとともに，各附属学校におい

， ， ， 。に関する具体的方策 し，学校安全に関する取り組みを点検す て教職員 児童・生徒を対象に防犯 防災 避難訓練を定期的に実施した
るとともに，学校安全に関する定期的な また，各附属学校において安全管理に関する点検を毎月実施し，点検等の

附属学校における安全管理 訓練や点検を継続的に実施する。 事項ごとに随時，四半期ごと及び年１回の報告を行わせた。
の状況について，定期的な実
態調査を実施し，点検，見直 【７４－２】 平成１７年度予算に学校安全対策経費を措置し，附属学校の緊急１１０
し，改善を継続して行い，事 事件・事故の未然防止を図るため，大 Ⅲ 番通報システムの整備，緊急時の避難用出口の設置，自動体外式除細動器
件・事故の未然防止を図ると 学と附属が一体となって継続的に学校安 （ＡＥＤ）の配備等を行い，学校安全設備等の整備を進めた。また，大学
ともに，大学と一体となって 全対策の改善に取り組む。 に設置した防災等対策委員会において，附属学校における安全確保の状況
一層の安全対策を講じていく 及び非常時の対応体制の確認を行った。。

ウェイト小計

ウェイト総計

［ウェイト付けの理由］
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項

登下校安全地図」を作成し 「学校安全管理維持・強化に関する実践的研究」と１ 施設マネジメントの取組 ，
施設マネジメントについては 学長の下に理事を室長とする施設整備管理室を設置し してその成果を公表した。， ，
中・長期施設整備計画，年間計画を立案し実施するとともに，当面の施設マネジメント ③ 広域大学間教員養成・研修コンソーシアム（教員養成ＧＰ）による学校教員
のコンセプトとして，①有効利用スペースを確保し②学生のニーズに対応する共用スペ を対象とした連携講座「学校の危機管理」を開催（受講者２６０名）した。
ースを整備し③共用スペースの有償による利用を中心としている。また，引き続き④キ ④ 災害，事故等における救命救急措置に対応するため，本学教職員を中心に応
ャンパスの美化についての企画を立案し実施している。 急手当普及員の育成に努めるとともに(累計７７名)，応急手当普及員が指導者

， ， 「 」(１)有効利用スペースの整備に当たっては，引き続き学生のための大学づくりをコンセ となり 本学の役員をはじめとして学生 教職員等を対象に 普通救命講習会
プトに快適な学びのキャンパス環境を提供するための整備を行っており，平成１７年 （累計全学で２，３３１名）を実施した。
度においては，リフレッシュ空間と学習空間を分離した快適な「学びの場」を実現す また，厚生労働省の「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の
るため，教員養成課程棟及び教養学科棟ロビーを，内装，家具，照明器具を一新し空 使用の在り方検討会報告書」により，ＡＥＤの理解の促進と普及に対応するた
調設備を完備した，アメニティスペース(施設名メロン，レモン，１ヶ所１３０㎡)と め，平成１７年度「普通救命講習会」からＡＥＤの利用目的，使用方法等の講
して改装し，談話・交流，リフレッシュができるスペースと，ガラスの間仕切壁を隔 習を実施するとともに，大学，各附属学校園においてＡＥＤを新たに設置し，
てたインターネットが利用でき，落ち着いて勉学ができるスタディスペースを設ける その普及に努めた。
など学生の要望に応えたキャンパス作りを行った。今後も引き続き推進していく計画 ⑤ 本学附属学校に対する学校安全への啓発並びに全国の学校安全の取組みへの
である。 支援のため，学校安全に取り組んでいる学校関係者を対象とした「学校安全主
(２)全学的な共有スペースの確保を図るため，施設整備管理室において既存施設の利用 任講習会」を平成１７年８月１日から３日間に渡り開催した(参加者６６名)。
状況等の調査を実施し，その結果，柏原キャンパス５５３㎡，天王寺キャンパス１， イ 附属学校園における取組
０３０㎡を全学共用スペースして指定するとともに，その内容を学内に公表し，スペ ① 附属学校における危機対応について，普段の学校安全に関する要項，緊急時
ースの有効活用に向けた取組みを行っている。なお，現在２０室４９９㎡を学術的研 の学校安全に関わる要項，訓練実施要項からなる「学校安全の手引き」を作成
究，先端的研究を実施するための時限的研究スペースとして使用料を徴収の上，利用 し，危機管理の徹底を図った。
している。 ② 各附属学校園で策定している「学校防災・防犯計画」の見直しを行うととも
(３)全国的な規模で国立大学等施設緊急整備５カ年計画が進められており，本学におい に，学校安全管理体制の強化，防災・防犯訓練の計画的な実施，防犯技術・安
ても安全安心な教育環境を確保するため老朽施設の改善整備計画を作成のうえ国へ予 全教育等を実施した。また，附属学校園全体の取組みとしては 「学校における，
算要求を行い 現在附属平野中・高等学校校舎の耐震補強工事を実施中である また 安全管理チェックリスト」により定期的に安全管理の点検を行い，その結果を， 。 ，
学内経費等を用い，老朽化した空調設備及び便所等の改修，不用となった倉庫の自転 学長に報告するとともに，その都度改善に取り組んだ。さらに，これら取組み
車置場への転用 ボイラー室を改修し教育実習生控室を確保するなど施設の改善整備 については，学外有識者を委員とする「学校安全管理委員会」へ報告し，今後， ，

， ，有効活用を推進している。また女子学生の安全を図るため，トイレブース内の全てに 行う学校安全への取組みへの協力要請を行い 改善内容等の指摘事項について
警報装置を設置し安全の確保を図った。 各附属学校園において改善を行った。
(４)金剛生駒国定公園内に位置する本学の立地条件と大学内の緑化スペースを利用して ③ 各附属学校園における安全対策については，全附属学校園に対して１１０番
，自然を具体的に発見し，樹木と生活文化の関わりや自然と共生する智恵を養う機会 等緊急通報システムを整備し，さらに自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置す
と場を提供する目的として，(社)青少年交友協会の協力の下 「グリーンアドベンチ るとともに，附属池田小学校においては，監視カメラの画像を自動分析して，，
ャー常設コース」を設置し，本学教職員，学生のみならず，ホームページでの紹介を 校内への侵入者を自動検知するシステム(画像自動検知システム「ＮＩＣＥ Ｖ
通じて，多くの一般市民が本学の自然に親しんでいる。 ＩＳＩＯＮ」)を導入し，入校者に対するセキュリティの強化を図るとともに，

児童，保護者，教職員の安心と安全の向上に努めている。
ウ 学校危機メンタルサポートセンター(全国共同利用施設)における取組２ 危機管理への取組

（１ 「学校安全」に関する取組 センターでは，専任の教員を配置し被害児童のサポートをはじめ，国内外の取）
平成１３年６月に本学附属池田小学校で発生した児童殺傷事件の当事者として，本 組事例の調査・研究や各種講演会，シンポジウムなどの活動を行うと共に，大学
学では 「学校安全」の実現に向け，本学児童生徒等の安全確保，学生への教育，関 や附属学校内での取組みにとどまらず，学校内外での児童・生徒の安全確保の具，
連の研究活動を重点課題に位置付け諸事業に取り組むとともに 「学校安全主任講習 体化のため，近隣の地域住民，警察，自治体などとのネットワークを構築し，大，
会」やフォーラムの開催など全国に向けた学校安全に取り組んでいる。 阪府池田市のヒヤリマップの作成なども行っている。
ア 大学全体における取組 また，同センターと企業との共同開発により，従来の不審者による校内の侵入
① 教員養成課程養護教育講座を拡充し，学校安全教育の担当体制を整備すると 対策のみならず，通学路における安全対策を構築するため，登下校の経路と所要
ともに，柏原キャンパス開講科目として「学校と安全（教養基礎科目・選択必 時間をあらかじめ登録し，発信器を付けた子どもが登下校時間が大幅に違うと，
） ， ， ， ，修 」を開講（受講生数６７９名）し，天王寺キャンパス開講科目として「体 学校はもちろんのこと 保護者 警察 消防に対してインターネット網を利用し
育Ⅳ（保健と学校安全 （教科専門科目・必修 」を開講(受講生数８０名)し 警報を発する「登下校通学路安全管理システム」を開発し，２月には附属池田小） ）
た。 学校において模擬試験を行うとともに，今後地域，地元公立学校等の協力を踏ま
② 学校安全教育に関する研究成果として，紀要論文において「学校における安 え 「連れ去り事件の抑止力」のためのシステム開発を行っている。，
全管理と危機意識の現状について」及び「養護学校における防犯計画と防犯訓
練」を発表したほか，科学研究費補助金により「大阪教育大学附属池田小学校
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（２）防災マニュアル等の作成
①役員，教職員向け防災マニュアル
災害時の役員，教職員の責務，非常参集の方法，災害対策本部の設置，災害時
の安否情報連先等の災害（不審者対応，武力攻撃等を含む）時の危機管理体制の
見直し整備を行い，防災マニュアルを作成した。防災マニュアルは全役員，教職
員に配付を行い，危機管理意識及び体制の整備向上を図った。
②学生向け防災マニュアル
役員，教職員向け防災マニュアルに準じて，学生用の防災マニュアルを作成し
全学生に配付し防災に対する意識の徹底を図った。

（３）情報セキュリティの体制整備等
情報セキュリティ対策については，情報セキュリティ委員会を設置し，情報セキュ
リティの組織的管理・運営体制の整備を図るとともに，高度情報社会において，大学
運営に必要な情報環境の安全性を高めるため，また，情報セキュリティの重要性を本
学の全構成員が十分認識し，情報資産を守るため 「国立大学法人大阪教育大学情報，
セキュリティポリシー」を策定し，本学の情報セキュリティに対する侵害の阻止，本
学内外の情報セキュリティを損ねる加害行為の抑止，情報資産の分類とその重要度に
見合った管理，本学構成員の情報セキュリティ対策実施に関する支援に対する基本方
針を定め，大学ホームページで学内外に公開した。また，情報セキュリティ委員会で
は，セキュリティポリシーの運用を円滑に行っていくため 「職員のための情報セキ，
ュリティハンドブック」及び「情報セキュリティＱ＆Ａ」を作成し，教職員に対し情
報セキュリティポリシーの重要性並びに周知徹底を図るとともに，学生に対しては，

， 。ガイダンス等を利用し 情報セキュリティポリシーの遵守を周知することとしている
さらに，教職員のセキュリティ意識の啓発促進を目的に情報セキュリティ研修を開催
するとともに，文部科学省からの注意喚起「情報管理の徹底について （平成１８年」
３月１０日付け事務連絡）を受け，Ｗｉｎｎｙ（ウィニー）等のファイル交換ソフト
使用禁止や個人情報の入った記録媒体の原則持ち出し禁止等を定め，グループウェア
で全教職員に通知し情報管理の徹底を図った。
（４）安全へのリスク対応
安全へのリスク対応として，(社)国立大学協会の国立大学法人総合損害保険等に加
入するほか，顧問弁護士契約を締結することにより，法人全体の管理運営について日
常的なアドバイスを受ける体制を引き続き整備した。
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む ，収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
該当なし。

１７億円 １７億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生
等により緊急に必要となる対策費として借り 等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し ， 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 該当なし。
はないものとする。 はないものとする。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充 該当なし。
てる。 てる。

大阪教育大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 決定額 百万円 財 源（ ） （ ） （ ）

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 ・アスベスト対策 総額 ８２ 施設整備費補助金
（ ） （ ） （ ）１９８ 事業 ４９

小規模改修 １９８ 船舶建造費補助金 小規模改修 ３３ 船舶建造費補助金 ・ 附中高） 船舶建造費補助金（
（ ） （ ） （ ）校舎耐震改修

長期借入金 長期借入金 ・小規模改修 長期借入金
（ ） （ ） （ ）

国立大学財務・経 国立大学財務・経 国立大学財務・経
営センター施設費 営センター施設費 営センター施設費
交付金 交付金 交付金
（ ） （ ） （ ）３３ ３３

（注１） （注）
金額については見込みであり，中期目標を達成するた 金額については見込みであり，上記のほか，業務の実
めに必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整 施状況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い等
備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり
れることもある。 得る。
（注２）
小規模改修について１７年度以降は１６年度同額とし
て試算している。
なお，各事業年度の施設整備費補助金については，事
業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体
的な額については，各事業年度の予算編成過程において
決定される。

○ 計画の実施状況等

計画と実績の差異
当初計画には予定していなかったアスベスト対策事業及び（附中高）校舎耐震改
修を施設整備費補助金で実施したため。

大阪教育大学
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

効率的な大学運営に資する観点から職員配置の年次計画 効率的な大学運営に資する観点から職員配置の年次計画 『 Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成する「
を策定し，各年度における業務等を精査し，学内組織の職 を策定し，平成１７年度における業務等を精査し，学内組 ための措置」Ｐ３４，参照』
員数の適正化を推進する。 織の職員数の適正化を推進する。

大阪教育大学
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○ 別表 （学部の学科，研究科の専攻等）

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×１００
（ ） （ ） （ ）教育学部（第一部） 人 人 ％

小学校教員養成課程 １，１６０ １，２８４ １１０．７
中学校教員養成課程 ４２０ ５１１ １２１．７
障害児教育教員養成課程 １８０ １９９ １１０．６
幼稚園教員養成課程 ６０ ６９ １１５
養 護 教 諭 養 成 課 程 １２０ １３０ １０８．３
教 養 学 科 １，６２０ １，８５６ １１４．６

教育学部（第二部）
小学校教員養成課程 ３５０ ４１３ １１８

合 計 ３，９１０ ４，４６２ １１４．１

教育学研究科
学 校 教 育 専 攻 ３２ ３８ １１８．８
国 語 教 育 専 攻 ２４ １３ ５４．２
社 会 科 教 育 専 攻 ４０ ３４ ８５
数 学 教 育 専 攻 １６ １６ １００
理 科 教 育 専 攻 ３６ ２４ ６６．７
英 語 教 育 専 攻 １２ ６ ５０
家 政 教 育 専 攻 ２０ １１ ５５
音 楽 教 育 専 攻 ２０ ２２ １１０
美 術 教 育 専 攻 ２４ ２４ １００
保 健 体 育 専 攻 ２０ ２５ １２５
障 害 児 教 育 専 攻 ２４ ２０ ８３．３
技 術 教 育 専 攻 ６ ９ １５０
養 護 教 育 専 攻 ６ １０ １６６．７
実 践 学 校 教 育 専 攻 ４０ ５８ １４５
健 康 科 学 専 攻 ５０ ８６ １７２
総 合 基 礎 科 学 専 攻 ２４ ４５ １８７．５
国 際 文 化 専 攻 ２４ ２５ １０４．２
芸 術 文 化 専 攻 ２４ ３６ １５０

合 計 ４４２ ５０２ １１３．６

特殊教育特別専攻科 ３０ １５ ５０

附 属 天 王 寺 小 学 校 ７２０ ７１５ ９９．３
附 属 池 田 小 学 校 ７２０ ６９３ ９６．３
附 属 平 野 小 学 校 ７２０ ７１３ ９９．０
附 属 天 王 寺 中 学 校 ４８０ ４７３ ９８．５
附 属 池 田 中 学 校 ４８０ ４７８ ９９．６
附 属 平 野 中 学 校 ３６０ ３５６ ９８．９
附属高等学校天王寺校舎 ４８０ ４９４ １０２．９
附属高等学校平野校舎 ４８０ ４８４ １００．８
附属高等学校池田校舎 ３６０ ３６７ １０１．９
附 属 養 護 学 校 ６０ ５９ ９８．３
附 属 幼 稚 園 １９５ １６０ ８２．１

○ 計画の実施状況等

平成１７年５月１日現在，学士課程においては，収容定員３，９１０名に対し収容数
が４，４６２名で，定員充足率１１４．１％，修士課程においては，収容定員４４２名
に対し収容数が５０２名で，定員充足率１１３．６％である。一方，特殊教育特別専攻
科においては，収容定員３０名に対し収容数が１５名で，定員充足率５０％となってい
る。学士課程及び修士課程では収容定員の８５％以上を充足し，かつ１１５％を超えな
い範囲で教育活動を展開しているが，特殊教育特別専攻科にあっては，志願者に現職者
が多いことから，募集定員に対して応募段階で８５％を下回っている状況があること及
び入学手続き段階で就学との関係から毎年数名が入学しない状況である。
また附属学校園にあっては，附属幼稚園を除きほぼ収容定員どおりの収容数となって
いるが，附属幼稚園にあっては，収容定員１９５（３歳児１クラス２０名，４歳児２ク
ラス７０名，５歳児３クラス１０５名）のところ，教育効果を配慮して，長年にわたっ
て１７０（３歳児２クラス３４名，４歳児２クラス６８名，５歳児２クラス６８名）の
収容定員を確保することとしてきた。少子化に伴う地域の幼稚園・保育所等の整備状況
への配慮から入園者を抑制してきたところである。なお，クラス編成については，今後
調整を図ることとしている。

大阪教育大学


